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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

 

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 (百万円) 83,379 89,887 86,068 98,729 104,825

経常利益 (百万円) 4,875 7,628 7,037 6,585 6,312

親会社株主に帰属する

当期純利益
(百万円) 3,105 5,420 4,815 4,495 4,434

包括利益 (百万円) 3,275 6,377 4,472 4,740 4,586

純資産額 (百万円) 33,054 39,125 42,976 46,542 50,035

総資産額 (百万円) 91,142 94,749 91,606 98,601 100,112

１株当たり純資産額 (円) 908.00 1,074.84 1,180.70 1,278.53 1,374.56

１株当たり

当期純利益金額
(円) 85.30 148.89 132.27 123.49 121.82

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.3 41.3 46.9 47.2 50.0

自己資本利益率 (％) 9.9 15.0 11.7 10.0 9.2

株価収益率 (倍) 10.2 8.7 7.7 8.8 9.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 6,162 5,115 6,480 5,578 8,912

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,167 △1,265 △2,056 △1,652 △2,771

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △6,482 △5,964 △4,868 △3,996 △5,404

現金及び現金同等物の

期末残高
(百万円) 4,038 1,924 1,481 1,418 2,156

従業員数 (名) 1,116 1,110 1,107 1,146 1,191
 

(注) １  売上高等の金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

２  売上高には消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４ 株価収益率は、連結決算日における株価に基づいて算出しております。
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(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

 

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 (百万円) 71,034 78,050 74,320 87,039 92,990

経常利益 (百万円) 3,117 5,708 5,214 5,256 5,244

当期純利益 (百万円) 2,073 4,127 3,621 3,753 3,905

資本金 (百万円) 4,398 4,398 4,398 4,398 4,398

発行済株式総数 (株) 36,436,125 36,436,125 36,436,125 36,436,125 36,436,125

純資産額 (百万円) 28,283 32,649 35,952 38,489 41,329

総資産額 (百万円) 82,773 85,032 81,886 88,026 88,678

１株当たり純資産額 (円) 776.95 896.94 987.72 1,057.43 1,135.48

１株当たり配当額

(内１株当たり

中間配当額)

(円)

(円)

10 15 27 30 30

(―) (5) (7) (12) (12)

１株当たり

当期純利益金額
(円) 56.94 113.37 99.49 103.10 107.27

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.2 38.4 43.9 43.7 46.6

自己資本利益率 (％) 7.5 13.5 10.6 10.1 9.8

株価収益率 (倍) 15.3 11.4 10.3 10.5 10.3

配当性向 (％) 17.6 13.2 27.1 29.1 28.0

従業員数 (名) 670 653 643 648 682
 

(注) １  売上高等の金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

２  売上高には消費税等は含まれておりません。

３ 平成27年３月期の１株当たり配当額15円には、上場20周年記念配当3円を含んでおります。

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５ 株価収益率は、貸借対照表日における株価に基づいて算出しております。
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２ 【沿革】

当社(旧  富士鉱業株式会社  昭和21年８月１日設立、昭和49年８月30日に山本建材リース株式会社に商号変更)

は、昭和50年10月１日を合併期日として、旧山本建材リース株式会社の株式額面金額変更のため、同社を吸収合併い

たしました。合併前の当社は、休業状態であり、したがいまして法律上消滅した旧山本建材リース株式会社が実質上

の存続会社であるため、以下における記載は、すべて実質上の存続会社にかかるものを記載しております。

当社は、昭和43年６月20日、川崎製鉄㈱(現  ＪＦＥスチール㈱)の大型Ｈ形鋼、鋼矢板等の建設工事用仮設鋼材の

賃貸、販売を目的として、山本産業㈱(昭和58年10月、川鉄商事㈱(現  ＪＦＥ商事㈱)へ吸収合併)の全額出資によ

り、資本金100百万円をもって、千葉県印旛郡白井町(現  千葉県白井市)に設立されました。

その後の主な変遷は次のとおりであります。

 
 
昭和44年１月 名古屋営業所(現  名古屋支店)開設

昭和44年１月 技術部を設置、構造計算、図面作成業務開始

昭和44年４月 白井工場(現  東京工場)開設

昭和45年２月 名古屋工場開設

昭和45年６月 本店を東京都港区に移転

昭和46年11月 スチールセグメント製作開始

昭和47年４月 仙台営業所(現  東北支店)開設

昭和48年１月 一般建設業(建築工事業、とび・土工工事業)の東京都知事許可を取得

昭和49年６月 仙台工場開設

昭和49年10月 Ｈ形支保工製作開始

昭和50年４月 五光鉄構㈱を合併、長沼工場開設

昭和53年１月 コルゲートパイプ、ライナープレートの営業開始

昭和53年９月 千葉(現  千葉支店)、北関東(現  北関東支店)各営業所開設

昭和55年９月 横浜営業所(現  横浜支店)開設

昭和56年７月 建設機械の本格的営業開始

昭和56年12月 ソイル柱列式連続壁工法の施工を開始

昭和57年10月 水戸営業所(現 水戸支店)開設

昭和60年10月 ㈱ヤマケンレンタル千葉(現 連結子会社㈱レンタルシステム関東)、同横浜(現 同㈱レンタ

ルシステム関東)を設立、小型建設機械賃貸の子会社による多店舗展開を開始

昭和61年１月 高所作業車の営業開始

平成２年４月 営業基盤を拡大のため川商建材リース㈱を合併、商号を川商リースシステム株式会社に変更

合併により、大阪本社(現 大阪支店)、岡山・広島・四国・九州支店、鹿児島営業所(現 南

九州支店)、大阪・岡山(水島工場に改称)・福岡・鹿児島工場の各事業所を設置

平成６年７月 四国工場開設

平成６年８月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場

平成７年４月 中国工場開設

平成８年９月 商号を川商ジェコス株式会社に変更

平成８年９月 株式が東京証券取引所市場第一部に指定

平成９年10月 北陸営業所(現 北陸支店)開設

平成11年４月 新潟支店開設

平成11年４月 日本海工場開設

平成12年６月 本店を東京都中央区に移転

平成12年10月 ＧＳＳ工法を開発

平成14年10月 連結子会社㈱レンタルシステム東京が同㈱レンタルシステム大阪を合併、㈱レクノスに商号変

更、建機センター業務を㈱レクノスに移管し、建設機械事業を再編

平成16年１月 連結子会社㈱レクノスが㈱レンタルシステム四国および㈱レンタルシステム広島を合併

平成16年７月 商号をジェコス株式会社に変更

平成17年８月 東京工場および大阪工場がＩＳＯ9001認証を取得(鋼製セグメントの製造)

平成17年10月 富里機械センター開設

平成22年５月 長沼工場が鉄骨製作工場認定のＨグレードを取得

平成25年４月 北海道地区における事業を会社分割し、連結子会社であるジェコス北海道㈱に承継
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平成28年４月 連結子会社㈱レンタルシステム芙蓉が同㈱レクノスを合併、㈱レンタルシステム関東に商号変

更

平成28年８月 ＪＦＥスチール㈱との共同出資により、ベトナムに現地法人のGECOSS VIETNAM COMPANY

LIMITEDを設立

平成28年９月 長沼工場がＩＳＯ9001認証を取得(鋼構造物の製造)
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３ 【事業の内容】

当社グループ(当社、連結子会社ならびに関連会社)は、建設仮設材の賃貸および販売ならびに仮設工事の設計、施

工等を主たる事業内容とする当社を中核として、各建設作業所における関連商品群を取扱い、総合的な営業活動を全

国規模で展開しております。

(仮設鋼材事業)

仮設鋼材事業におきましては、当社ならびに連結子会社５社、関連会社２社にて展開しております。連結子会社

ジェコス北海道㈱は北海道を中心に建設仮設材の賃貸および販売等を行っております。関連会社の協友リース㈱はＨ

形鋼桁材等を保有、管理しており、当社はその提供を受けて顧客に供給しております。関連会社の北日本建材リース

㈱は当社と建設仮設材等の賃貸借を行っております。また、連結子会社トラック・エンド・メンテナンス・サービス

㈱は、建設仮設材等の運送を行っており、当社はその委託をしております。さらに、連結子会社ジェコス設計㈱は、

設計およびコンサルティング等を、連結子会社ジェコス工事㈱は仮設工事の安全施工に関する技術的支援等を行って

おります。GECOSS VIETNAM CO., LTD.は、ベトナム・ホーチミンを拠点に建設仮設材の賃貸、販売等を行っておりま

す。

(建設機械事業)

建設機械事業におきましては、㈱レンタルシステム関東ほか４社の連結子会社が、それぞれの担当地域において営

業活動を展開し、賃貸用建設機械および事務用機器を賃貸しております。また、当社と情報を共有化し、連携営業を

行うことで仮設鋼材事業とのシナジー効果の実現を図っております。

(親会社)

ＪＦＥスチール㈱は間接所有も含め当社議決権数の50.98％を所有する親会社であり、ＪＦＥスチール㈱の完全親会

社であるジェイ エフ イー ホールディングス㈱は、当社議決権数の61.98%を所有する親会社であります。当社が取扱

う建設仮設材の一部は、ＪＦＥスチール㈱製の鉄鋼製品をＪＦＥグループから調達しております。

当社グループの概要図は下記のとおりであります。

　

(注)１ 北日本建材リース㈱は持分法非適用の関連会社であります。
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４ 【関係会社の状況】

 

 

名称 住所

資本金又は

出資金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の所有

(被所有)割合
関係内容

所有割合

(％)

被所有割合

(％)

(親会社)       

ジェイ エフ イー ホール

ディングス㈱

※７

東京都

千代田区
147,143

ＪＦＥグループ

の経営戦略立

案・管理

―
61.98

(61.98)

ＪＦＥスチール㈱の完全親会社で

あります。

①  役員の兼任等

当社への転籍   １名

ＪＦＥスチール㈱
東京都

千代田区
239,645

鉄鋼製品等の製

造および販売
―

50.98

(0.01)

①  役員の兼任等

当社への転籍   ３名

当社役員兼任   １名

②  営業上の取引

当社は同社から商品等の仕入

れを行っております。

(連結子会社)       

㈱レンタルシステム関東
川崎市

川崎区
40 建設機械 100.00 ―

①  役員の兼任等

当社役員兼任   ２名

当社従業員兼務 １名

当社従業員出向 １名

② 営業上の取引

当社は同社が取扱う建設機械

等において取引があります。

㈱レンタルシステム東北
仙台市

宮城野区
100 建設機械 100.00 ―

①  役員の兼任等

当社役員兼任   １名

当社従業員兼務 ２名

②  営業上の取引

当社は同社が取扱う建設機械

等において取引があります。

㈱レンタルシステム東海
浜松市

東区
30 建設機械 100.00 ―

①  役員の兼任等

当社役員兼任   １名

当社従業員兼務 ２名

② 資金の融資

貸付金    294百万円

③  営業上の取引

当社は同社が取扱う建設機械

等において取引があります。

㈱レンタルシステム西日本
福岡市

博多区
40 建設機械 100.00 ―

①  役員の兼任等

当社役員兼任   １名

当社従業員兼務 ２名

② 営業上の取引

当社は同社が取扱う建設機械

等において取引があります。

㈱レンタルシステム信越

※８

新潟市

西蒲区
10 建設機械 100.00 ―

①  役員の兼任等

当社役員兼任   １名

当社従業員兼務 ２名

② 資金の融資

貸付金    56百万円

③ 営業上の取引

当社は同社が取扱う建設機械

等において取引があります。
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名称 住所

資本金又は

出資金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の所有

(被所有)割合
関係内容

所有割合

(％)

被所有割合

(％)

ジェコス北海道㈱
札幌市

中央区
10 仮設鋼材 100.00 ―

①  役員の兼任等

当社役員兼任   ２名

当社従業員兼任 １名

当社従業員出向 １名

② 資金の融資

貸付金    170百万円

③ 営業上の取引

当社は同社と建設仮設材等に

おいて取引があります。

ジェコス設計㈱
東京都

中央区
30 仮設鋼材 100.00 ―

①  役員の兼任等

当社役員兼任   １名

当社従業員兼務 ２名

当社より転籍   １名

②  営業上の取引

当社は同社と設計およびコン

サルティング等において取引

があります。

ジェコス工事㈱
東京都

中央区
30 仮設鋼材 100.00 ―

①  役員の兼任等

当社従業員兼務 ３名

当社従業員出向 １名

②  営業上の取引

当社は同社と仮設工事におい

て取引があります。

トラック・エンド・メンテ

ナンス・サービス㈱

千葉県

白井市
20 仮設鋼材 100.00 ―

①  役員の兼任等

当社従業員兼務 ２名

当社従業員出向 １名

② 資金の融資

貸付金     115百万円

③ 営業上の取引

当社は同社と建設仮設材等の

運送を委託しております。

GECOSS VIETNAM CO., LTD.

ベトナム

社会主義

共和国

ホーチミ

ン市

500千USD 仮設鋼材 90.00 ―

① 役員の兼任等

当社役員兼任   １名

当社従業員出向 ２名

② 資金の融資

貸付金     900千USD

③ 営業上の取引

当社は同社と設計において取

引があります。

(持分法適用関連会社)       

協友リース㈱
千葉県

柏市
30

Ｈ形鋼桁材等の

賃貸
50.00 ―

①  役員の兼任等

当社役員兼任   ２名

当社従業員出向  １名

②  営業上の取引

当社は同社からＨ形鋼桁材等

を賃借しております。
 　
(注) １  連結子会社の「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２  連結子会社のうちには特定子会社に該当する会社はありません。

３  連結子会社および持分法適用関連会社のうちには有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社

はありません。

４  議決権所有割合および被所有割合の(  )書きは、内数で間接所有の割合を示しております。

５ 役員の兼任等に記載されている当社役員兼任人数には、執行役員を含んでおります。

６ 連結売上高に占める売上高の割合が100分の10を超える連結子会社はありません。

※７ 有価証券報告書を提出しております。

※８ 平成29年７月１日をもって、株式会社レンタルシステム新潟から株式会社レンタルシステム信越に社名を変

更しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成30年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

仮設鋼材 814

建設機械 377

合計 1,191
 

(注)  従業員数は就業人員であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成30年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

682 42.0 16.6 7,025,942
 

　

セグメントの名称 従業員数(名)

仮設鋼材 682

合計 682
 

(注) １  従業員数は就業人員であります。

２  平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３  平均年齢、平均勤続年数、平均年間給与には受入出向者及び社外への出向者は含まれておりません。

 

(3) 労働組合の状況

提出会社及び連結子会社には労働組合は結成されておりませんが、労使は相互尊重精神のもと機会あるごとに忌

憚のない意見交換を行い意思疎通を図っており、健全かつ円滑な労使関係が確立しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中における将来に関する事項は、本報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 中期経営計画における施策

当社グループは平成29年11月に、『ジェコスグループ10年VISION』を策定し、目指す企業の姿として以下の３点を

掲げました。

●「重仮設リース・施工の企業」から

　「地下とインフラのトータル・ソリューション企業」への脱皮

●当社が中心となり、提携・協力企業とのシナジーを発揮する、

　ネットワーク・コーディネーション

●先端技術を積極的に導入した、先進的オペレーションの追求

 

今回策定いたしました中期経営計画は、これらの実現に向けた第一段階と位置づけており、事業領域拡大と一式受

注推進のための取り組みに着手するとともに、生産性アップ、働きやすさ向上のための投資を進めてまいります。加

えて、既存事業の収益性改善にも注力いたします。

 
事業環境認識は以下の通りです。

 
 中期経営計画対象期間（平成30～32年度）における当社グループを取り巻く事業環境として、建設需要は引き続

き堅調に推移し、老朽化インフラの更新が増加していくものと想定されます。また地域ごとには、東北の震災復興需

要が漸減する一方、都市部では大型プロジェクト等をはじめ需要増加が見込まれます。一方、労働人口減少と高齢化

が進展して人手不足はさらに深刻化する中、働きやすさの向上により一層真摯に取り組む必要があるものと考えてお

ります。

 
主な取り組みは、以下の通りです。

　

①　地下工事一式受注、橋梁関連インフラ・メンテナンス事業の推進

地下工事においては、杭打ちや架設解体のみならず、周辺分野にも対応範囲を拡大し、それらをワンストッ

プで受注するための取り組みに着手いたします。

インフラ・メンテナンスにおいても、橋梁関連を中心に対応工種、商品を拡大し、今後増加する老朽インフ

ラ更新需要に幅広く対応できる体制を整備してまいります。

また、これらを早期に実現するために人材育成を強化し、技術力、管理レベルのさらなる向上を進めます。

 

②　建機事業の拡大

建機子会社が拠点を有していない地域への出店を進め、事業エリアの拡大を進めます。

また、地下工事、インフラ・メンテナンスの事業領域拡大に合わせて機種のラインナップも拡充し、対応分

野の拡大も図ります。

 

③　既存事業の収益性改善

重仮設事業は、今後需要の増加が見込まれる首都圏をはじめとする都市部へ材料、人員をシフトし、経営資

源の効率性を高めるとともに、今後さらに需給が逼迫化する物流、工事要員の確保に注力します。

加工事業では、長沼工場の製造体制を強化し稼働率を高めるとともに、大阪工場を西日本における加工製品

製造拠点とすべく、体制を強化いたします。

また、いずれの事業についても、品質の向上を進めながら、鋼材価格や物流費、労務費のコストアップに応

じた価格の適正化に取り組み、収益基盤を強化してまいります。
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④　海外展開の拡大検討

ベトナムにおける重仮設事業を収益化するとともに、ＡＳＥＡＮ地域での展開、および建機事業の海外展開

について、検討を進めてまいります。

 

⑤　生産性と働きやすさ向上のための投資強化

鋼材の自動整備機械の導入をはじめとする、工場業務の安全性向上、効率化のための設備投資を推進いたし

ます。管理部門においても、ＲＰＡ、ＡＩ等の先進技術を積極的に導入し、事務作業の生産性向上を図りま

す。

 
⑥　株主還元の強化

配当性向を３０％程度にまで高め、株主の皆様への還元を強化してまいります。

 
なお、主要財務指標の、最終年度(平成32年度)における数値目標は以下の通りです。

 

  中期経営計画

（平成32年度目標）

参考

平成29年度実績

収益目標

（連結）

売上高 １，２００億円 １，０４８億円

経常利益 ８５億円 ６３億円

ＲＯＳ ７％ ６．０％

財務目標

（連結）

ＲＯＥ １０％程度 ９．２％

自己資本比率 ５０％程度 ５０．０％

Ｄ／Ｅレシオ ２０％程度 １３．２％ 

配当性向（連結） ３０％程度 ２４．６％

 

 
(2) 次期の経営環境と課題

次期の建設業界は、都市部では大型プロジェクトの出件が継続しており、公共投資も平成29年度補正予算の執行も

あって底堅く、東北地方の復興需要の減少は見込まれるものの、需要は引き続き堅調に推移するものと想定しており

ます。一方、労働力不足、物流の逼迫化はさらに進展し、これに伴うコストアップの影響が増すものと懸念されま

す。

このような経営環境において当社グループは、材料と工事の一括受注の拡大、品質向上、コスト削減を引き続き推

進するとともに、コストアップ要因の抑制に一層注力し、価格の改善に努め、収益力の向上を目指してまいります。

また、平成29年11月に策定した『ジェコスグループ10年VISION』の実現に向け、事業領域拡大の取り組みに着手す

るとともに、新商品・新工法開発の推進等、技術力の向上を進め、生産性アップと働きやすさ向上のための自動化投

資等にも取り組んでまいります。

さらに、ジェコス・ベトナムの受注活動強化にも取り組み、早期に収益に貢献することを目指してまいります。

以上の諸施策を実施する結果、次期の連結業績の見通しにつきましては、売上高105,000百万円、営業利益6,300百

万円、経常利益6,600百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は4,500百万円を見込んでおります。
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２ 【事業等のリスク】

当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社

グループが判断したものであります。

　

(1) 建設業界に対する依存度について

当社グループの主たる取引先は建設会社であり、事業環境としては建設業界の事業環境と一体であります。した

がって当社グループの経営成績は民間建設投資および公共建設投資の動向により影響を受ける可能性があります。

　

(2) 与信管理について

当社グループでは取引先の信用度合による与信限度枠を設定し、不良債権の発生防止に努めておりますが、取引

先の倒産により貸倒損失が発生した場合、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

　

(3) 事故等による影響について

当社グループでは作業に従事する建設作業所や資機材の補修および修理工場において、安全・防災・環境管理部

のもと社員や協力会社の作業員に対して安全衛生管理の徹底、啓蒙活動を行っておりますが、予期せぬ事故による

納入遅延や工期の遅れ等により、損失補償の責任を負う可能性があります。

　

(4) 価格変動の影響について

当社グループの取扱商品の一部(Ｈ形鋼等)は市況商品であり、仕入価格、販売価格等の変動など、経営成績およ

び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　

(5) 金利変動の影響について

当社グループにおける事業活動への投資資金の一部は金融機関からの借入金を原資としており、金利の変動があ

る場合には、経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　

(6) 株価の変動について

当社グループが保有している上場株式の株価が変動した場合、当社グループの経営成績および財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。

　

(7) 固定資産の価値下落について

当社グループが所有する固定資産について、収益性の低下や時価の下落に伴う資産価値の低下は、経営成績およ

び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　

(8) 退職給付債務について

当社グループの従業員退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待

運用収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、その影響は累積され、将来にわ

たって規則的に認識されるため、経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　

(9) 自然災害による影響について

地震や台風などによる大規模な自然災害や、その他の予期せぬ事態が発生した場合、当社グループの経営成績お

よび財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　

(10) カントリーリスクについて

海外への投資、海外顧客との取引については、対象国の政治・経済情勢等が大きく変動する場合、経営成績およ

び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
(11) 為替レートの変動について

外国通貨での取引については、為替レートが変動した場合、経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。　

（1）財政状態の状況

(資産の部)

当連結会計年度末における資産の部は、前連結会計年度末と比較して1,511百万円(1.5％)増加し、100,112百万円

となりました。

これは主に、固定資産が1,454百万円増加したことによるものです。

(負債の部)

当連結会計年度末における負債の部は、前連結会計年度末と比較して1,982百万円（3.8％）減少し、50,077百万

円となりました。

これは主に、支払手形及び買掛金と電子記録債務を合わせた仕入債務が2,327百万円増加した一方、借入金が

4,300百万円減少したことによるものです。

(純資産の部)

当連結会計年度末における純資産の部は、前連結会計年度末と比較して3,493百万円（7.5％）増加し、50,035百

万円となりました。

これは主に、親会社株主に帰属する当期純利益4,434百万円を計上した一方で、剰余金の配当1,092百万円（前期

末配当１株当たり18円、中間配当12円）の支払いを実施したことによるものです。

　

セグメント別の概況は以下のとおりです。

(仮設鋼材事業)

当連結会計年度末におけるセグメント資産は、前連結会計年度末と比較して906百万円(1.0％)増加し、92,296百

万円となりました。

これは主に固定資産が1,064百万円増加したことによるものです。

 

（建設機械事業）

当連結会計年度末におけるセグメント資産は、前連結会計年度末と比較して463百万円(5.1％)増加し、9,627百万

円となりました。

これは主に固定資産が431百万円増加したことによるものです。
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（2）経営成績の状況

①事業全体及びセグメント情報に記載された区分ごとの状況

当連結会計年度（当社第51期）におけるわが国経済は、底堅い内外需を背景に緩やかな回復基調が続いているも

のと見られます。しかし今後については、米国の通商政策見直しによる影響をはじめ、国内外ともに景気下振れが

懸念されます。

当社グループの属する建設業界におきましては、首都圏での大型プロジェクトや公共投資を中心に需要は堅調に

推移し、工事の進捗も概ね順調であったことから、当社の仮設鋼材や工事用機械の一部は高い稼働率となりました

が、一方で労働力不足、物流の逼迫化に伴うコストアップの傾向は拡大しました。

このような経営環境のなか、当社グループでは、従来以上に採算性を重視した受注活動とコスト削減の取り組み

を継続するとともに、コストアップ影響の抑制に注力し、収益の確保に努めてまいりましたが、当連結会計年度に

おきましては、売上高は104,825百万円（前年同期比6.2％増）となったものの、利益につきましては、営業利益

5,847百万円（前年同期比6.1％減）、経常利益6,312百万円（前年同期比4.2％減）、親会社株主に帰属する当期純

利益は4,434百万円（前年同期比1.4％減）となりました。

　　

セグメント別の概況は以下のとおりです。

(仮設鋼材事業)

仮設鋼材事業におきましては、首都圏を中心に堅調な需要を取り込むべく、材料と工事の一括受注の拡大を推進

するとともに、調達コストの圧縮等により採算性向上に努めました。また、平成29年４月に工事本部を新設し、施

工体制の整備と技術力のさらなる強化を進めております。

「Ecoラム工法」「GSS-SPA工法」といった独自技術による受注も順調に伸び、仮設橋梁事業も初の海外受注とな

るラオスの案件に採用されるなど、事業規模を拡大しました。

以上の施策等により、売上高95,942百万円（前年同期比7.1％増）、経常利益5,477百万円（前年同期比1.9％増）

となりました。

 
（建設機械事業）

建設機械事業におきましては、堅調な需要を背景に売上高は13,240百万円（前年同期比1.2％増）となったもの

の、東北地区の需要減少の影響等により、経常利益は1,424百万円（前年同期比14.7％減）となりました。
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②生産、受注及び販売の実績

以下、「生産、受注及び販売の状況」に記載の金額には消費税等は含まれておりません。

a. 生産実績

仮設鋼材事業における工場の主たる業務である、建設仮設材の復元修理作業ならびに鋼製山留材等の建設仮設材

および各種製品の製作加工について記載しております。

なお、建設機械事業は、生産に該当する事項はありません。

当連結会計年度の製作加工および修理実績を販売価格により示せば次のとおりであります。

 

区分
当連結会計年度

(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

前年同期比(％)

製作・加工

建設仮設材(百万円) 1,321 104.8

製品(百万円) 8,815 10.2

小計(百万円) 10,136 17.3

修理 建設仮設材(百万円) 1,486 △0.4

合計(百万円) 11,621 14.7
 

 

b.受注状況

当社グループが取り扱う主要な商製品等については、出荷直前に取引契約の締結を行うという業界の慣習、取引

形態の特殊性により、受注高の集計を行っておりません。

 

c.売上実績

当連結会計年度の売上実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

前年同期比(％)

仮設鋼材(百万円) 95,942 7.1

建設機械(百万円) 13,240 1.2

  計(百万円) 109,182 6.3

 調整額(百万円)(注)１ △4,358 ―

合計(百万円) 104,825 6.2
 

(注)１ 調整額は、セグメント間の内部売上高又は振替高の消去額であります。

２ 前連結会計年度および当連結会計年度における主な相手先別の売上実績および当該売上実績の総売上実績に

対する割合は次のとおりであります。

　なお、前連結会計年度の清水建設株式会社に対する売上実績は、総売上実績に対する割合が10％未満であ

るため記載を省略しております。
 

相手先

前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

清水建設株式会社 ― ― 10,808 10.3
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（3）キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度と比較して738百万円(52.0％)

増加し、2,156百万円となりました。

なお、各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。

 
①営業活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、8,912百万円(前年同期5,578百万円)となりまし

た。

これは主に、減価償却前の税金等調整前当期純利益8,347百万円を計上したことによるものです。

 
②投資活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、△2,771百万円(前年同期△1,652百万円)となり

ました。

これは主に、賃貸用建設機械の取得による支出が2,168百万円、工場の建屋、機械装置等の取得による支出が631

百万円となったことによるものです。

 
③財務活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、△5,404百万円(前年同期△3,996百万円)となり

ました。

これは主に、借入金の返済による支出が4,300百万円、前期末および当期中間配当金の支払額が1,092百万円と

なったことによるものです。

 
④資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループの主要な資金需要は、建設仮設材および賃貸用建設機械の仕入費用、仮設工事の外注費、各種製品

の製作加工費等営業活動に伴う支出ならびに設備投資に伴う支出であります。また今後、平成30年4月に策定した中

期経営計画に基づき、事業領域の拡大および先端技術の導入等に対する投資を推進してまいります。

必要資金の大半は営業収入により確保し、事業拡大のために増額する投資資金および一時的に不足する運転資金

については金融機関からの借入により調達しています。また、当社および連結子会社において資金の融通を行い、

効率的な資金活用を進めています。
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４ 【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 
５ 【研究開発活動】

仮設鋼材事業において、環境問題対応、仮設工事とその周辺事業分野でのニーズ対応、安全性向上について、積極

的に研究開発活動を行っております。研究開発の基本方針および目的は以下に掲げるとおりであります。

 

１．新商品・新工法の研究開発を通じ、得意先からの要望に応え、新たな需要を創出する。

２．既存の商品・工法・生産方法を改良、改善することにより、他社との差別化を図る。

３．既存製品の改良、改善および研究開発活動の成果に対する拡販活動を活発にする。

４．工場の作業に関して、安全治具・装置を改良、改善することにより、労働災害の撲滅を図るとともに、自動化

を推進することにより、生産性向上を図る。

 
各担当役員を中心とした「技術・事業開発委員会」を通じて、営業、調達、設計、施工、加工の各分野を横断した

検討やニーズの発掘により、当連結会計年度において取り組んだ技術開発テーマは６件、これらのテーマに関連した

特許申請は２件であり、研究開発費の総額は28百万円となりました。

また、毎年技術力のレベルアップと新技術の発掘を目的とした「技術発表会」を開催しております。これは、日常

業務での工夫やアイデアの共有化・蓄積を図り、自由な発想で新規事業や新工法・製品のアイデアを抽出し、将来の

収益基盤となり得る開発テーマを探求することを目的とするもので、市場ニーズに合った研究開発活動を行うように

努めております。

 

なお、当連結会計年度における研究開発活動の主な成果および概要は以下のとおりであります。

 

(1) コラム切梁システムに関する開発

近年、建設業界においては労働力の確保や仮設工事の省力化が課題となっております。当社では、仮設工事の省

力化を可能とするコラム切梁システム「Ｅｃｏラム工法」を開発しました。この工法は、山留工事の経済性向上、

工期短縮を可能にし、作業空間を広くすることで地下工事の施工性と安全性、構造物の躯体品質の向上に寄与する

ものであります。

「Ｅｃｏラム工法」は、平成26年8月の市場投入以来、平成30年3月で累計納入量が1万トンを突破しました。官公

庁工事を含め、受注件数・重量ともに実績を積み上げ、国内の全営業拠点で納入実績を重ねております。今後は

「Ｅｃｏラム工法」適用拡大に向けた製品の開発に取り組んでまいります。

 

(2) 鋼矢板を活用した合成地下壁構築技術の開発について

弊社はＪＦＥスチール㈱、㈱大林組と３社共同で、地下壁の施工に際し、仮設土留め壁として利用した特殊な鋼

矢板と鉄筋コンクリートを一体化させて本設の合成地下壁を構築する「Ｊ－ＷＡＬＬⅡ工法」を開発し、一般財団

法人 国土技術研究センター(ＪＩＣＥ)より、平成27年12月３日付で建設技術審査証明を取得しております。

この工法は合成構造用鋼矢板(製品名：ビートルパイル)を仮土留め壁として利用し、地盤掘削後の後打ち鉄筋コ

ンクリート部と一体化させることにより、本設の合成地下壁を構築する技術であります。当連結会計年度では、建

築の耐震補強工事に採用され、現在データの収集を行っております。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社グループにおける設備には、賃貸用資産としての賃貸用建設機械と事業所等の設備である一般の社用資産とが

あり、費用対効果を十分比較検討のうえ各種の更新投資等を実施しております。

当連結会計年度における設備投資等の総額(取得価額ベース、無形固定資産含む)は2,937百万円であり、セグメント

ごとの設備投資等については、次のとおりであります。

仮設鋼材事業においては、当社の工場設備の更新投資を中心に有形固定資産804百万円、業務効率化を目的としたシ

ステム投資等を中心に無形固定資産214百万円の設備投資を実施しております。

建設機械事業においては、賃貸用建設機械等に1,918百万円の設備投資を実施しております。

また、当連結会計年度においては、営業能力に重要な影響を及ぼすような設備の売却、撤去等はありません。

なお、「第３  設備の状況」に記載の金額には消費税等は含まれておりません。

 

２ 【主要な設備の状況】

当連結会計年度末(平成30年３月31日)における当社グループの主要な設備(賃貸を目的とするものを除く)は、以下

のとおりであります。

なお、帳簿価額には、建設仮勘定を含んでおりません。

(1) 提出会社

 

事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積千㎡)
リース資産 その他 合計

本社

(東京都中央区)
仮設鋼材

一般管理および

販売用設備
41 4 ― 9 50 104 326

名古屋支店

(名古屋市中村区)

ほか東日本地域

７支店３営業所

※３

仮設鋼材 販売用設備 5 ― ― ― 3 8 104

大阪支店

(大阪市西区)

ほか西日本地域

５支店４営業所

※３

仮設鋼材 販売用設備 12 ― ― ― 7 19 124

東京工場

(千葉県白井市)

ほか東日本地域

４工場１機械セン

ター

※３

仮設鋼材

建設仮設材の修

理、工事用機械

の整備、加工用

設備

1,404 768

4,967

(185)

[140]

― 223 7,363 95

大阪工場

(大阪市西淀川区)

ほか西日本地域

４工場

※３

仮設鋼材
建設仮設材の修

理、加工用設備
384 45

6,622

(187)
― 88 7,139 33

社宅、保養所等 仮設鋼材
福利厚生用等の

設備
12 ―

195

(2)
― 0 207 ―

計 ― ― 1,859 816

11,785

(374)

[140]

9 372 14,841 682
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(2) 国内子会社

 

会社名

(所在地)

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積千㎡)
リース資産 その他 合計

㈱レンタルシステム関東

(川崎市川崎区)および㈱レ

ンタルシステム東北(仙台

市宮城野区)

ほか建機レンタル会社３社

※３

建設機械

建設機械の整

備、販売用設

備

496 98
338

(15)
5 20 956 377

ジェコス北海道㈱

(札幌市中央区)

ほかその他の子会社３社

※３

仮設鋼材

建設仮設材の

修理、加工用

設備

93 170
649

(56)
― 13 925 128

計 ― ― 589 267
987

(70)
5 33 1,881 505

 

 
(3) 在外子会社

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
 

(注) １ 土地の[ ]書きは、賃借している土地の面積(外書き)を示しております。

２　連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は以下のとおりであります。

 

(提出会社)
 

事業所名

(所在地)
セグメントの名称 設備の内容 土地の面積(千㎡) 年間賃借料(百万円)

本社

(東京都中央区)
仮設鋼材 事務所の建物 ― 121

東京工場

(千葉県白井市)
仮設鋼材 工場の土地 101 102

名古屋工場

(愛知県半田市)
仮設鋼材 工場の土地、建物 36 78

 

　

 
※３　提出会社の事業所および国内子会社の内訳として以下を含んでおります。

　　

(提出会社)

　

地域 事業所区分
事業所名

(所在地)

東日本地域

支店

東北（宮城県仙台市）、水戸（茨城県水戸市）、北関東（埼玉県さいた

ま市）、千葉（千葉県千葉市）、横浜（神奈川県横浜市）、新潟（新潟

県新潟市）、北陸（石川県金沢市）

営業所
岩手（岩手県大船渡市）、いわき（福島県いわき市）、蘇我（千葉県千

葉市）

工場
仙台（宮城県黒川郡）、長沼（千葉県千葉市）、日本海（新潟県新潟

市）、名古屋（愛知県半田市）

機械センター 富里（千葉県富里市）

西日本地域

支店
岡山（岡山県岡山市）、広島（広島県広島市）、四国（香川県高松

市）、九州（福岡県福岡市）、南九州（鹿児島県鹿児島市）

営業所
福山（広島県福山市）、松山（愛媛県松山市）、熊本（熊本県熊本

市）、沖縄（沖縄県那覇市）

工場
中国（広島県三次市）、四国（香川県綾歌郡）、福岡（福岡県粕屋

郡）、鹿児島（鹿児島県鹿児島市）
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(国内子会社)

　

事業種別 セグメントの名称
会社名

(所在地)

建機レンタル会社 建設機械
㈱レンタルシステム東海（静岡県浜松市）、㈱レンタルシステム西日本

（福岡県福岡市）、㈱レンタルシステム信越（新潟県新潟市）

その他の子会社 仮設鋼材
ジェコス設計㈱（東京都中央区）、ジェコス工事㈱（東京都中央区）、

トラック・エンド・メンテナンス・サービス㈱（千葉県白井市）
 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、単年度利益計画において、需要動向、費用対効果を総合的に勘案し設備投資

総額を計画しており、重要な案件については総額の枠内で個別に計画しております。

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 97,500,000

計 97,500,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類

事業年度末現在

発行数(株)

(平成30年３月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成30年６月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,436,125 36,436,125
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 36,436,125 36,436,125 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成９年５月20日 3,312 36,436 ― 4,398 ― 4,596
 

(注)  上記の増加は、株式分割(分割比率  １：1.1)によるものであります。
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(5) 【所有者別状況】

平成30年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満

株式の状況

(株)

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等
個人

その他
計

個人以外 個人

株主数(名) ― 41 33 99 128 5 8,432 8,738 ―

所有株式数

(単元)
― 48,667 2,686 233,846 25,591 45 53,029 363,864 49,725

所有株式数

の割合(％)
― 13.38 0.74 64.27 7.03 0.01 14.57 100.00 ―

 

(注) １ 上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ15単元及

び９株含まれております。

２ 自己株式38,160株は、「個人その他」に381単元、「単元未満株式の状況」に60株含まれております。

 

(6) 【大株主の状況】

平成30年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

(自己株式を

除く。)の

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

ＪＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町二丁目２番３号 18,528 50.90

ＪＦＥ商事株式会社 大阪市北区堂島一丁目６番20号 2,965 8.15

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 929 2.55

ジェコス取引先持株会 東京都中央区日本橋浜町二丁目31番１号 788 2.16

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 732 2.01

ジェコス社員持株会 東京都中央区日本橋浜町二丁目31番１号 547 1.50

ＪＦＥ商事石油販売株式会社 岡山県倉敷市水島西通一丁目1938番地１ 523 1.44

ＪＦＥ商事コイルセンター株式
会社

横浜市金沢区鳥浜町７番地 511 1.40

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口４)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 498 1.37

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 432 1.19

計 ― 26,454 72.68
 

(注) １ ＪＦＥ商事株式会社の住所は、株主名簿上に記載された登記上の本店所在地であり、東京本社の住所は東京

都千代田区大手町一丁目９番５号であります。

２ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口４)の所有株式は、信託業務に係るものでありま

す。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

― ―
38,100

完全議決権株式(その他)
普通株式

363,483 ―
36,348,300

単元未満株式
普通株式

― １単元(100株)未満の株式
49,725

発行済株式総数 36,436,125 ― ―

総株主の議決権 ― 363,483 ―
 

(注) １  「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式および「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名

義の株式が、それぞれ1,500株(議決権15個)および９株含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成30年３月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する
所有株式数

の割合(％)

ジェコス株式会社
東京都中央区日本橋浜町
二丁目31番１号

38,100 ― 38,100 0.10

計 ― 38,100 ― 38,100 0.10
 

(注)  上記「自己株式等」は、全て当社保有の自己株式であります。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 518 1

当期間における取得自己株式 93 0
 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(百万円)
株式数(株)

処分価額の総額

(百万円)

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
― ― ― ―

その他(―) ― ― ― ―
     

保有自己株式数 38,160 ― 38,253 ―
 

(注) 当期間における保有自己株式には、平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

(利益配分に関する基本方針および当期の配当決定にあたっての考え方)

当社は、株主に対する利益還元を経営の重点課題として位置付けており、平成27年５月11日に発表いたしました中

期経営計画(平成27～29年度)において、平成30年３月期に配当性向(連結)を20％程度に高めることを目標といたしま

した。その後、財務体質の強化が順調に推移していることから、この目標を2年前倒しし、平成28年3月期より、配当

性向を概ね20％まで引き上げました。

以上の方針に基づき、当期の配当につきましては、普通配当１株当たり年間30円(うち中間配当12円)といたしまし

た。

なお、平成30年４月26日に発表いたしました平成32年度を最終年度とする中期経営計画において、配当性向(連結)

を30％程度にまで高めることを目標としております。

 

(内部留保資金の使途)

内部留保資金につきましては、保有資機材や生産設備等の経営基盤の強化・拡充及び事業領域拡大や技術開発の原

資に充てることで、業績及び財務体質の維持・向上を図り、株主に対する利益還元に資する考えであります。

 

(配当の決定機関および当事業年度に係る剰余金の配当に関する事項)

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、剰余金の配当の決定機関

は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。また、当社は取締役会の決議によって

会社法第454条第５項の規定による剰余金の配当(中間配当)をすることができる旨を定款に定めております。なお、当

事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

 

(決議)
配当金の総額

(百万円)
１株当たり配当額(円)

平成29年10月26日
437 12

取締役会

平成30年６月21日
655 18

定時株主総会
 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

最高(円) 955 1,940 1,556 1,184 1,443

最低(円) 522 793 837 808 1,019
 

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成29年10月 11月 12月 平成30年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,280 1,443 1,439 1,437 1,305 1,257

最低(円) 1,197 1,272 1,366 1,245 1,164 1,060
 

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性12名 女性１名 (役員のうち女性の比率7.7％)

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

代表取締役

社長
― 馬 越     学 昭和30年３月12日生

昭和54年４月 川崎製鉄㈱入社
平成15年４月 ＪＦＥスチール㈱輸出企画部主任部員
平成17年４月 同社厚板営業部長
平成20年４月 同社名古屋支社長
平成22年４月 同社常務執行役員
平成25年４月 同社専務執行役員
平成28年４月 当社常勤顧問
平成28年６月 当社代表取締役社長(現任)

(注)３ 3,200株

代表取締役 ― 石  橋  康  雄 昭和28年８月15日生

昭和52年４月 当社入社
平成10年４月 当社東部第１事業本部第６営業部長
平成16年４月 当社第１営業本部副本部長、兼同営業本

部第６営業部長
平成17年４月 当社第１営業本部長、兼同営業本部第６

営業部長
平成18年６月 当社取締役
平成21年４月 当社常務取締役
平成22年４月 当社専務取締役(代表取締役)
平成24年４月 当社代表取締役 専務執行役員

平成28年４月 当社代表取締役 執行役員副社長(現任)

(注)３ 20,500株

取締役 ― 倉 智 達 也 昭和32年12月27日生

昭和56年４月 川崎製鉄㈱入社
平成15年４月 ＪＦＥスチール㈱第２鋼材輸出部缶用鋼

板室長
平成18年４月 同社西日本製鉄所(倉敷地区)総務部長
平成20年４月 同社建材センタープロジェクト営業部長
平成22年４月 同社プロジェクト営業部長
平成23年４月 ダイワスチール㈱取締役
平成24年４月 当社執行役員
平成25年６月 当社取締役 執行役員

平成27年４月 当社取締役 常務執行役員(現任)

(注)３ 7,400株

取締役 ― 鈴 木 章 夫 昭和33年２月８日生

昭和55年４月 当社入社
平成12年４月 当社第２営業本部第３営業部長
平成22年４月 当社東部施工本部長
平成22年６月 当社取締役
平成24年３月 当社取締役退任
平成24年４月 当社執行役員
平成25年４月 当社常務執行役員
平成26年６月 当社取締役 常務執行役員

平成28年４月 当社取締役 専務執行役員(現任)

(注)３ 14,400株

取締役 ― 藤 田     眞 昭和33年10月14日生

昭和57年４月 川崎製鉄㈱入社
平成16年10月 ＪＦＥスチール㈱経理部資金室長
平成20年４月 ジェイ エフ イー ホールディングス㈱

財務・ＩＲ部長
平成26年４月 当社執行役員
平成26年６月 当社取締役 執行役員

平成27年４月 当社取締役 常務執行役員(現任)

(注)３ 4,000株

取締役 ― 岩 本 能 成 昭和34年１月31日生

昭和57年４月 当社入社
平成14年４月 当社第４事業本部第１営業部長
平成22年４月 当社東京営業本部長、兼日本海営業本部

長
平成22年６月 当社取締役
平成24年３月 当社取締役退任
平成24年４月 当社執行役員
平成26年４月 当社常務執行役員
平成27年６月 当社取締役 常務執行役員

平成30年４月 当社取締役 専務執行役員(現任)

(注)３ 8,025株

取締役 ― 阿 部 伴 明 昭和30年７月11日生

昭和53年４月 当社入社
平成16年４月 当社東北営業本部東北支店長
平成17年４月 当社理事、東北営業本部長兼同営業本部

東北支店長
平成20年６月 当社取締役
平成24年３月 当社取締役退任
平成24年４月 当社常務執行役員
平成25年６月 当社取締役 常務執行役員

平成27年６月 当社取締役退任、常務執行役員
平成29年４月 当社専務執行役員
平成29年６月 当社取締役 専務執行役員(現任)

(注)３ 7,900株
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

取締役

(非常勤)
― 小 野 武 彦 昭和19年４月29日生

昭和43年４月 清水建設㈱入社
平成12年６月 同社執行役員
平成15年６月 同社常務執行役員
平成17年６月 同社取締役専務執行役員
平成19年４月 同社代表取締役専務執行役員 土木担

当、土木事業本部長
平成20年４月 同社代表取締役副社長 土木担当、土木

事業本部長
平成21年４月 同社代表取締役副社長 土木担当

平成24年６月 同社特別顧問
平成27年６月 当社社外取締役(非常勤)(現任)
平成30年４月 公益財団法人リバーフロント研究所代表

理事(兼任)(現任)

(注)３ 800株

取締役

(非常勤)
― 清 宮     理 昭和23年２月14日生

昭和48年４月 運輸省入省
昭和57年４月 運輸省港湾技術研究所構造部沈埋構造研

究室長
昭和63年４月 運輸省港湾技術研究所構造部構造強度研

究室長
平成９年４月 早稲田大学理工学部土木工学科(現 創

造理工学部社会環境工学科)教授
平成28年６月 当社社外取締役(非常勤)(現任)
平成30年４月 早稲田大学名誉教授(兼任)(現任）

一般財団法人沿岸技術研究センター参与
(兼任)(現任）

(注)３ ―株

監査役 ― 江 口 忠 夫 昭和31年３月24日生

昭和54年４月 日本鋼管㈱入社
平成21年４月 ＪＦＥエンジニアリング㈱人事部長
平成22年４月 同社常務執行役員
平成24年４月 同社監査役
平成24年６月 日本鋳鉄管㈱社外監査役(兼任)(現任)
平成27年６月 当社社外監査役(常勤)(現任)

(注)４ 1,400株

監査役 ― 田 中 増 男 昭和30年４月３日生

昭和53年４月 当社入社
平成12年４月 当社第５営業本部第４営業部長
平成19年６月 当社取締役
平成24年４月 当社取締役 常務執行役員

平成27年４月 ジェコス工事㈱代表取締役社長
平成28年６月 当社監査役(常勤)(現任)

(注)５ 25,700株

監査役

(非常勤)
― 菊 池 きよみ 昭和38年２月２日生

昭和61年４月 ㈱第一勧業銀行(現 ㈱みずほ銀行)入行

平成11年４月 あさひ法律事務所
平成14年９月 アレン・アンド・オーヴェリー法律事務

所(ロンドン)
平成15年10月 あさひ法律事務所
平成16年９月 太陽法律事務所(現 ポ－ルヘイスティ

ングス法律事務所・外国法共同事業)
平成18年９月 ＪＰモルガン証券㈱
平成20年４月 ＴＭＩ総合法律事務所 弁護士(現任)

平成27年６月 西松建設㈱社外取締役(兼任)(現任)
平成28年３月 ニッセイアセットマネジメント㈱社外監

査役(兼任)(現任)
平成28年６月
平成28年６月

当社社外監査役(非常勤)(現任)
西松建設㈱監査等委員(兼任)(現任)

(注)５ ―株

監査役

(非常勤)

 

― 今 井 一 彦 昭和38年４月24日生

昭和61年４月 日本鋼管㈱入社
平成15年４月 ＪＦＥ都市開発㈱総括部企画管理室主任

部員
平成16年７月 同社総括部企画管理室長
平成18年１月 ＪＦＥスチール㈱第１関連企業部主任部

員
平成26年６月 同社監査役事務局主任部員(現任)
平成29年６月 当社監査役(非常勤)(現任)

(注)６ ―株

計 93,325株
 

 

(注) １ 取締役小野武彦、清宮理の二氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２ 監査役江口忠夫、菊池きよみの二氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３ 平成30年６月21日選任後、１年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時まで。

４ 平成27年６月23日選任後、４年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時まで。

５ 平成28年６月23日選任後、４年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時まで。

６ 平成29年６月22日選任後、４年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時まで。
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７ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 所有株式数

上　田　美　帆 昭和47年１月19日生

平成11年４月

 

第一東京弁護士会登録

沼田法律事務所
―株

平成28年３月 麹町誠壱法律事務所

平成29年４月 サンライズ法律事務所（現任）
 

EDINET提出書類

ジェコス株式会社(E02782)

有価証券報告書

28/97



 

(執行役員の状況)

当社では、経営の意思決定および業務監督機能と業務執行機能を分離することで、権限と責任の明確化を図り、

経営の意思決定と業務執行の迅速化ならびに機動的な業務執行体制を構築するため、執行役員制度を採っておりま

す。平成30年６月21日現在の執行役員は、以下のとおりであります。

 

役名 氏名 担当

社長 馬 越     学 ＣＥＯ

執行役員副社長 石 橋 康 雄 社長補佐、工事部門、工場部門、営業部門、安全・防災・環境管理部、事業総括部の管掌

専務執行役員 鈴 木 章 夫
西日本事業本部の担当、

兼西日本事業本部長

専務執行役員 阿 部 伴 明
工事本部の担当、

兼工事本部長

専務執行役員 岩 本 能 成
東部第１事業本部の担当、

兼東部第１事業本部長

常務執行役員 倉 智 達 也 業務部、事業総括部の担当

常務執行役員 藤 田     眞 総務部、人事部、事務管理部の管掌、経営管理部、関連事業部、監査部の担当

常務執行役員 松 井 智 幸
東部第２事業本部、中部事業本部の担当、

兼東部第２事業本部長、兼中部事業本部長

常務執行役員 西 田 栄 一 技術部の担当

常務執行役員 一ノ瀬 満 郎
技術総括部の担当、

兼工事本部長補佐

執行役員 四 宮 秀 夫
工場部門、加工・橋梁事業本部の担当、

兼加工・橋梁事業本部長

執行役員 今 井 大 介
事務管理部、安全・防災・環境管理部の担当、

兼安全・防災・環境管理部長

執行役員 黒葛原 淳 一
九州事業本部の担当、

兼九州事業本部長

執行役員 永 尾 秀 司
東北・北海道事業本部の担当、

兼東北・北海道事業本部長

執行役員 新 井 紀 明 総務部、人事部の担当
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業の社会的な責任が一層その重要性を増しているなか、経営の透明性・健全性・コンプライアンスを

確保した活動を通じて社会に貢献するとともに、持続的な成長および中長期的な企業価値の向上を目的とした内部

統制を確立することがコーポレート・ガバナンスの基本と考えております。

当社は、この基本的な考え方に基づき、各ステークホルダーへの説明責任を重視し、適切な情報開示を行い信頼

関係の構築に努めるとともに、監査機能の独立性を確保するなど、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んで

まいります。

　

② 企業統治の体制

(内部統制体制構築の基本方針)

当社の企業理念、グループ行動憲章ならびに定款、取締役会規程等をはじめとする、業務遂行に関わるすべ

ての規範、規程、規則、指針、運用細則等(以下「諸規程・規則」)は包括的一体として、当社の内部統制体制

を構成するものである。従い、当取締役会として、諸規程・規則が遵守されるよう図るとともに、企業活動に

関わる法令変更あるいは社会環境の変化に従い、更に業務の効率性の観点において、当社の体制および諸規

程・規則について適宜の見直し、修正が行われることにより、上記法令の目的・趣旨が実現されるよう努める

ものとする。

　

ａ 会社法第362条第４項第６号および会社法施行規則第100条第１項各号に掲げる体制

(a) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

ア 重要事項は取締役会において審議をすることとし、業務執行は代表取締役社長のもと、職務権限規

程その他関係諸規程に則り、各業務担当執行役員がこれに当たるものとする。

イ ＣＳＲ推進委員会を設置し、内部統制システム構築に向け継続的見直しおよび整備を行うととも

に、同委員会内に設置するＣＳＲ意識・活動定着部会を中心に倫理ホットラインの適正な運用を図

る。

ウ 監査部により法令、規程等に則っているかの適正性の監査を行う。

エ 関係法令の改正等に対しては、各執行部門において適宜検証し、必要に応じ社内規程を改正すると

ともに、継続的に見直しをするほか、コンプライアンス等について社内教育を行う。

　

(b) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ア 毎月定例的に開催する取締役会において重要事項を決定するほか各取締役の業務の執行状況につい

て報告するとともに、必要に応じて経営会議等会議体の審議を経て、職務権限規程等に則り決定す

る。

イ 取締役会等の会議体の審議の充実を図る。

ウ 取締役会規程、職務権限規程、稟議規程等業務執行、意思決定に係わる社内規程を継続的に整備

し、効率的業務の執行がなされるよう図る。

エ 重要事項について取締役会その他で意思決定をする際には、関係する執行部門の意見を聴取するほ

か必要かつ適切な情報が提供されるよう図る。

　

(c) 取締役の職務の執行に係わる情報の保存および管理に関する体制

ア 取締役会議事録を作成するとともに、意思決定、職務の執行に係わる情報は、稟議規程、ＪＦＥグ

ループ文書管理規程に則り、検索可能な状態で適正に保存、管理する。

イ 職務の執行上取扱う情報等は、ＪＦＥグループ秘密情報管理規程、個人情報管理規程およびＪＦＥ

グループ情報セキュリティ管理規程のほか、関連諸規程に則り適正に管理する。
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(d) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ア 業務執行上のリスクに関しては、業務担当執行役員の指示のもと継続的にその把握と対応に努める

こととしており、重要事項に関しては必要に応じて関連諸規程にしたがい取締役会等において審議

検討することとする。

イ 上記アのほかＣＳＲ推進委員会と同委員会内に設置する人事労働部会、安全・防災・環境・ＢＣＰ

部会、内部統制・コンプライアンス部会、ＣＳＲ意識・活動定着部会等により全社横断的にリスク

の把握に努める。

ウ 情報開示体制を整備し、適正な情報開示に努める。

エ 災害、事故等のリスクに関してはリスク管理規程を制定しリスク管理体制の充実を図る。

　

(e) 当社ならびにその親会社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

ア 当社は、ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社およびＪＦＥスチール株式会社の子会社であ

り、親会社が保持するＪＦＥグループとしての、倫理法令遵守、リスク管理、財務報告・情報開示

などの体制のなかに、当社および当社傘下のグループ会社の体制が組み込まれることにより、企業

集団としての体制が構築されている。当社は、当社および当社傘下のグループ会社から形成する企

業グループ全体として内部統制体制を構築する。

イ 当社は、グループ経営に関する重要事項ならびに当社傘下のグループ会社の重要事項(損失の危険の

管理に関する事項を含む)について、当社取締役会規程や当社が定める国内関係会社管理規程・海外

関係会社管理規程等により決定手続等を定め、適切な会議体において審議・決定し、または報告を

受ける。

ウ 当社は、親会社が設置するグループ・コンプライアンス委員会のもと、ＣＳＲ推進委員会を設置

し、当社および傘下のグループ会社の倫理法令遵守に関する基本方針および重要事項の審議・決定

を行い、施策の実施状況を監督するとともに、親会社のグループ・コンプライアンス委員会と連携

し、倫理法令遵守の経営を推進する。当社傘下のグループ会社は、会社の規模、事業の性質、機関

の設計、その他会社の個性および性質を踏まえ、必要な倫理法令遵守体制を整備する。

エ 当社は、倫理ホットラインについて、当社および当社傘下のグループ会社を含むグループ全体の倫

理法令遵守に関する重要な情報が現場から経営トップに直接伝わる制度として、当社の使用人のほ

か当社傘下のグループ会社の使用人等も利用者として整備し、適切に運用する。

オ 当社の内部監査部門は、親会社の内部監査部門と連携し、当社および当社傘下のグループ会社の業

務の有効性・効率性ならびに法令および定款の遵守状況について監査する。

カ 当社および当社傘下のグループ会社は、財務報告の信頼性を確保するために必要な体制、適時適切

な情報開示のために必要な体制を整備する。

　

ｂ 会社法施行規則第100条第３項各号に掲げる体制

(a) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役と事前に協議し、使用人を配置する。

　

(b) 監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役室の使用人人事に関しては監査役と協議する。

　

(c) 監査役の職務を補助する使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

当該使用人は、監査役の指揮命令下で監査役監査に関する業務を行う。
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(d) 監査役への報告に関する体制

ア 取締役、執行役員および使用人は取締役会ほかの重要会議の開催を監査役に通知し、監査役はそれ

ら重要な会議に出席し報告を受けることができるものとする。

イ 取締役、執行役員および使用人は必要に応じまたは監査役会、監査役の要請に応じ、監査役会、監

査役に対して職務の執行状況(当社および当社傘下のグループ会社に関する重要事項を含む)を報告

する。当社傘下のグループ会社の取締役、執行役員および使用人は、必要に応じまたは監査役会、

監査役の要請に応じ、監査役会、監査役に対して職務の執行状況を報告する。

ウ 当社は、倫理ホットラインについて、監査役に対して直接通報または相談を行うことができる制度

として整備する。また、倫理ホットライン事務局等が受けた通報または相談された法令違反行為等

については、監査役会、監査役に対して、その都度内容を報告する。

　

(e) 監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた

めの体制

当社は、倫理ホットラインについて、監査役に法令違反行為等を通報または相談した者および通報ま

たは相談された法令違反行為等を監査役会、監査役に報告した者が不利な取り扱いを受けないことを規

程に定め適切に運用する。

　

(f) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生

ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役の職務執行に必要な費用について請求があった場合、特に不合理なものでなければ前

払いまたは償還に応じる。

　

(g) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ア 取締役、執行役員および使用人は、監査役の監査に必要な重要書類の閲覧、実地調査、取締役等と

の意見交換、当社傘下のグループ会社調査、当社傘下のグループ会社監査役との連携等、監査役の

活動が円滑に行われるよう監査環境の整備に協力する。

イ 監査役は、会計監査人、内部監査部署の監査結果(当社または当社傘下のグループ会社の重要事項を

含む。)について適宜報告を受け、それぞれと緊密な連携を図る。
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・企業統治の体制の概要

当社は監査役会設置会社であり、取締役９名(うち社外取締役２名)、監査役４名(うち社外監査役２名)を選任

しております。

企業統治の体制は以下のとおりであります。

　

　

ａ 取締役は、毎月定例的に開催される取締役会において、業務執行の状況を報告しております。

　

ｂ 取締役会の意思決定、取締役の業務執行等については、各監査役が取締役会等に出席するほか、必要に

応じてヒアリングを行うなど、監査を行っております。

　

ｃ 経営会議は、社長を議長とし、議長が選任した取締役等により構成され、経営の基本方針、事業計画、

重要な設備投資、投融資等に関して審議を行っております。

　

ｄ 各部門の業務執行については、独立部署である監査部により定期的に監査を行っております。

　

ｅ ＣＳＲ推進委員会は、委員長である社長を中心に、人事労働部会、安全・防災・環境・ＢＣＰ部会、内

部統制・コンプライアンス部会、ＣＳＲ意識・活動定着部会で構成され、事業継続を含めたＣＳＲ全般

の事項について、全社的に推進を図っております。
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・企業統治の体制を採用する理由

当社は、公正で透明性の高い経営の実現と、効率的な事業運営を行うとともに持続的な成長および中長期的な

企業価値の向上を目指して、監査役制度を採用しております。また、コーポレート・ガバナンスのより一層の強

化を図る目的から社外取締役を選任し、取締役の任期を１年としております。社外取締役２名を含む９名から構

成される取締役会が、業務執行に対する適切な監督機能を発揮するとともに、社外監査役２名を含む４名から構

成される監査役会が経営を監視し、会計監査人を含めた三者によりガバナンス体制の強化に万全を期しておりま

す。

なお、当社は執行役員制度を採用しており、経営の意思決定および業務監督機能と業務執行機能を分離し、経

営に対する権限と責任の明確化を図っております。

　

・内部統制システムの整備の状況

内部統制システムの整備の状況といたしましては、各部門間の業務執行に関し相互牽制が働くよう、社内諸規

程を定めるなど監視体制を整備しており、主なものは以下のとおりであります。

ａ 申請部署の部長による経費等の支払承認の後、経営管理部による支払手続を実施することで、不正を未然

に防止する仕組みが確立されております。

ｂ 営業部門から独立した事務管理部において、売上債権、仕入債務の管理を実施することで、誤計上や債権

回収遅延を防止する仕組みが確立されております。

ｃ 経営管理部により、取引先の信用度合に応じた与信限度を設定することで、貸倒損失の発生を極少化する

仕組みが確立されております。

　

・リスク管理体制の整備の状況

当社は、企業の継続において内部統制体制の充実は最重要課題であると位置付けており、その一環として、リ

スク管理規程を制定し、経営危機発生時における対応等を定めているほか、ＣＳＲ推進委員会を設置し、内部統

制制度、コンプライアンス体制等の強化を図っております。加えて、特に災害等のリスクに対しては、総務部お

よび安全・防災・環境管理部を中心に災害発生時の対応や連絡網の整備など、危機管理体制の充実を図っており

ます。

　

・子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

当社は、取締役会規程、国内関係会社管理規程および海外関係会社管理規程等に則り、子会社の業務執行にお

ける一定の重要事項について当社取締役会での機関決定手続を定め、承認または報告を求めるとともに、子会社

各社に対し定期的に内部監査を実施しております。また、当社役職員を子会社の取締役や監査役に派遣すること

で、子会社における統制状況をモニタリングしております。

　

・責任限定契約の内容の概要

当社は、取締役(業務執行取締役等であるものを除く。)および監査役と、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額

は、法令が規定する額としております。

　

③ 内部監査および監査役監査の状況

当社の内部監査部門である監査部は、人員４名で構成され、他部署から独立しており、各部門の業務執行につい

て定期的に監査を行っております。監査役会は、監査役４名(うち、社外監査役は２名)で構成され、取締役会をは

じめとする重要会議に出席するほか、会計、業務にわたって監査を実施しております。

また、監査部、各監査役及び会計監査人は、定期的または必要に応じて意見交換を行い情報の共有化を図ること

で相互の連携を高めており、内部統制部門はこれらの監査の求めに応じて必要な情報を提供する体制をとっており

ます。
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④ 社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

当社は、社外取締役および社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準または方針は定めており

ませんが、その選任にあたっては、社外取締役および社外監査役が、当社経営陣から独立した立場で経営監督機能

を十分発揮できるよう、会社法に定められる社外取締役・社外監査役の要件や金融商品取引所の独立性基準を踏ま

え、一般株主と利益相反の生じるおそれのない、客観的・中立的立場からの監督または監査および助言が期待でき

る人物を選任しております。

　

社外取締役である小野武彦氏は、過去において清水建設株式会社の業務執行者でありました。当社は同社と建設

仮設材の賃貸及び販売等の取引関係がありますが、同氏は平成27年６月22日に同社特別顧問を退任し、また、当社

と同社との間には資本関係もないことから、同氏の当社における社外取締役としての独立性に影響を及ぼすもので

はないと考えております。同氏は、清水建設株式会社の代表取締役副社長、公益社団法人土木学会会長を務めら

れ、豊富な経験と専門性を有しております。既に３年間当社の社外取締役として、同氏から公正かつ客観的な立場

から適切な意見をいただいており、当社の経営を監督しコーポレート・ガバナンスを強化する観点から、社外取締

役として選任しております。同氏は当社と直接の利害関係はなく、一般株主との間に利益相反が生じるおそれのな

いことから、社外取締役に適格であると判断しております。

　

社外取締役である清宮理氏は、構造部材及び構造物等の研究に携わり、構造力学について深い学識、建設業界に

関する知識と豊富な見識を有しております。既に２年間当社の社外取締役として、同氏から公正かつ客観的な立場

から適切な助言をいただいており、当社の経営を監督しコーポレート・ガバナンスを強化する観点から、社外取締

役として選任しております。同氏は当社と直接の利害関係はなく、一般株主との間に利益相反が生じるおそれのな

いことから、社外取締役に適格であると判断しております。

　

社外監査役である江口忠夫氏は、当社の兄弟会社であるＪＦＥエンジニアリング株式会社の出身であり、平成27

年６月23日に同社監査役を退任いたしました。当社と同社との建設仮設材の賃貸及び販売等の取引規模は僅少であ

り、当社と同社は資本関係もないことから、同氏の当社における社外監査役としての独立性に影響を及ぼすもので

はないと考えております。また、同氏は当社の親会社であるジェイ エフ イー ホールディングス株式会社の、その

他の関係会社である日本鋳鉄管株式会社の社外監査役を兼任しておりますが、日本鋳鉄管株式会社と当社に資本関

係や取引関係はなく、独立性に影響を及ぼすものではないと考えております。同氏は、他社において執行役員、監

査役としての経験があり、企業活動に関する豊富な知見を有していることから、当社監査役としての見識、資質を

十分に備えているものと考えております。同氏は既に３年間、公正かつ客観的な立場から適切な意見をいただいて

おり、当社の経営を監督しコーポレート・ガバナンスを強化する観点から、社外監査役として選任しております。

同氏は当社と直接の利害関係はなく、一般株主とは利益相反が生じるおそれがないことから、社外監査役に適格で

あると判断しております。

　

社外監査役である菊池きよみ氏は、弁護士としての専門的知識と金融機関での勤務など豊富な経験を有してお

り、当社監査役としての見識、資質を十分に備えているものと考えております。既に２年間、公正かつ客観的な立

場から適切な意見をいただいており、当社の経営を監督しコーポレート・ガバナンスを強化する観点から、社外監

査役として選任しております。同氏は当社と直接の利害関係はなく、一般株主とは利益相反が生じるおそれがない

ことから、社外監査役に適格であると判断しております。

　

社外取締役は、取締役会等の重要会議に出席し、取締役等と会社の経営、コーポレート・ガバナンス等について

率直な意見交換を行い、これらの活動を通じて業務執行を監督し、社外監査役は、内部監査部門である監査部、そ

の他の監査役及び会計監査人と、定期的または必要に応じて意見交換を行い情報の共有化を図ることで相互の連携

を高めており、内部統制部門は社外監査役の求めに応じて情報を提供する体制をとっております。
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⑤ 役員報酬等

ａ  役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額

(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる

役員の員数

(名)基本報酬
ストック

オプション
賞与 退職慰労金

取締役

(社外取締役を除く。)
201 141 ― 40 20 7

監査役

(社外監査役を除く。)
19 16 ― 1 2 2

社外取締役 12 12 ― ― ― 2

社外監査役 23 20 ― 1 2 3
 

(注) １ 上記賞与額には、平成30年６月21日開催の第51回定時株主総会決議に基づく役員賞与42百万円(取締役40百

万円、監査役1百万円、社外監査役1百万円)を含んでおります。

２ 平成29年６月22日開催の第50回定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労金を、退任社外監査役１名に対し

8百万円支給しております。
　

ｂ  役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

役員報酬等の額に関しては、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、業績等を勘案の上決定しており

ます。なお、平成24年６月28日開催の株主総会決議による取締役報酬限度額(使用人兼務役員の使用人給与相当

額を除く)は月額15百万円、平成18年６月29日開催の株主総会決議による監査役報酬限度額は月額6百万円であ

ります。
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⑥ 株式の保有状況

ａ 投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

24銘柄 2,263百万円
 

　

ｂ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

前事業年度

特定投資株式

 

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

東鉄工業㈱ 498,000 1,591 取引関係の強化

㈱安藤・間 282,122 211 取引関係の強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 56,850 40 金融取引の円滑な推進

㈱三井住友フィナンシャルグループ 7,800 32 金融取引の円滑な推進

㈱みずほフィナンシャルグループ 125,000 26 金融取引の円滑な推進

㈱錢高組 40,000 16 取引関係の強化

㈱りそなホールディングス 23,500 14 金融取引の円滑な推進

飛島建設㈱ 78,252 13 取引関係の強化

三井住友建設㈱ 91,050 11 取引関係の強化

㈱名古屋銀行 2,700 11 金融取引の円滑な推進

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 2,550 10 金融取引の円滑な推進

㈱千葉銀行 13,000 10 金融取引の円滑な推進

前田建設工業㈱ 9,361 10 取引関係の強化

東洋建設㈱ 12,251 5 取引関係の強化

㈱西日本フィナンシャルホールディング
ス

3,531 4 金融取引の円滑な推進

若築建設㈱ 25,000 4 取引関係の強化

㈱千葉興業銀行 3,000 2 金融取引の円滑な推進

青木あすなろ建設㈱ 1,451 1 取引関係の強化

東亜建設工業㈱ 500 1 取引関係の強化
 

 

みなし保有株式

該当事項はありません。
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当事業年度

特定投資株式

 

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

東鉄工業㈱ 498,000 1,623 取引関係の強化

㈱安藤・間 284,247 228 取引関係の強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 7,800 35 金融取引の円滑な推進

㈱みずほフィナンシャルグループ 125,000 24 金融取引の円滑な推進

㈱錢高組 4,000 20 取引関係の強化

飛島建設㈱ 86,128 15 取引関係の強化

前田建設工業㈱ 9,361 12 取引関係の強化

三井住友建設㈱ 18,210 11 取引関係の強化

㈱千葉銀行 13,000 11 金融取引の円滑な推進

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 2,550 11 金融取引の円滑な推進

㈱名古屋銀行 2,700 11 金融取引の円滑な推進

東洋建設㈱ 12,252 6 取引関係の強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 6,850 5 金融取引の円滑な推進

㈱西日本フィナンシャルホールディング
ス

3,531 4 金融取引の円滑な推進

若築建設㈱ 2,500 4 取引関係の強化

㈱りそなホールディングス 3,500 2 金融取引の円滑な推進

青木あすなろ建設㈱ 1,460 1 取引関係の強化

㈱千葉興業銀行 3,000 1 金融取引の円滑な推進

東亜建設工業㈱ 500 1 取引関係の強化
 

 

みなし保有株式

該当事項はありません。

 

ｃ  保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

該当事項はありません。
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⑦ 会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人、継続監査年数は次のとおりであります。

 

公認会計士の氏名 所属する監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

谷上 和範
新日本有限責任監査法人

稻吉 崇
 

(注)　継続監査年数については、7年以内であるため記載を省略しております。

・新日本有限責任監査法人において監査業務に従事した補助者の構成

公認会計士11名 会計士試験合格者10名 その他4名

　

⑧ 取締役の定数

当社の取締役は11名以内とする旨定款に定めております。

　

⑨ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席してその議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

　

⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、

特別決議事項の審議を機動的に行えるようにするものであります。

　

⑪ 中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎

年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

　

⑫ 自己株式取得の決定機関

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会決議によって自己株式を取得することができる旨定款に定

めております。これは、機動的な資本政策を遂行できるようにするためであります。

　

⑬ 取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役(取締役であった者を含む。)及び監

査役(監査役であった者を含む。)の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除すること

ができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮

して、期待される役割を果たし得る環境を整備することを目的とするものであります。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に

基づく報酬(百万円)

非監査業務に

基づく報酬(百万円)

監査証明業務に

基づく報酬(百万円)

非監査業務に

基づく報酬(百万円)

提出会社 50 ― 47 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 50 ― 47 ―
 

(注)  当社と新日本有限責任監査法人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監

査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額はこれらの合計額を記載して

おります。

 

② 【その他重要な報酬の内容】

(前連結会計年度および当連結会計年度)

当社の新日本有限責任監査法人への公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく

報酬であり、その他の業務に基づく報酬額はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

(前連結会計年度および当連結会計年度)

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

会社の規模・特性、監査日数等を勘案した上で、監査法人と協議の上、監査報酬を決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１  連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に基

づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成29年４月１日から平成30年３月31日

まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)の財務諸表について、新日本有限責

任監査法人により監査を受けております。

 

３  連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するため、公益財団法人財務会計基準機構に加入、同機構等の行う研修への

参加を通じて、会計基準等の内容を適切に把握し、または会計基準の変更等について的確に対応することができる体制

の整備に取り組んでおります。
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１ 【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,418 956

  受取手形及び売掛金 42,032 ※4  37,884

  電子記録債権 3,908 ※4  7,728

  建設仮設材 21,652 20,488

  商品 1,738 1,861

  製品 257 574

  仕掛品 403 573

  原材料及び貯蔵品 298 466

  預け金 - 1,200

  その他 767 770

  貸倒引当金 △242 △213

  流動資産合計 72,229 72,287

 固定資産   

  有形固定資産   

   賃貸用建設機械 8,512 10,075

    減価償却累計額 △4,384 △5,577

    賃貸用建設機械（純額） 4,128 4,498

   建物及び構築物 11,056 11,031

    減価償却累計額 △8,740 △8,583

    建物及び構築物（純額） 2,316 2,448

   機械装置及び運搬具 6,902 7,189

    減価償却累計額 △6,016 △6,106

    機械装置及び運搬具（純額） 887 1,084

   土地 ※3  12,796 ※3  12,772

   リース資産 125 29

    減価償却累計額 △107 △15

    リース資産（純額） 18 14

   その他 953 1,362

    減価償却累計額 △815 △887

    その他（純額） 138 475

   有形固定資産合計 20,283 21,291

  無形固定資産 313 413

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※1  3,495 ※1  3,559

   退職給付に係る資産 1,525 1,800

   その他 924 890

   貸倒引当金 △169 △126

   投資その他の資産合計 5,776 6,122

  固定資産合計 26,372 27,826

 資産合計 98,601 100,112
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 26,381 ※4  26,221

  電子記録債務 7,289 ※4  9,777

  短期借入金 6,500 2,200

  リース債務 21 6

  未払法人税等 1,195 1,116

  賞与引当金 961 979

  役員賞与引当金 43 42

  受注損失引当金 - 5

  その他 2,248 2,166

  流動負債合計 44,639 42,513

 固定負債   

  長期借入金 4,400 4,400

  リース債務 5 8

  再評価に係る繰延税金負債 ※3  1,685 ※3  1,685

  役員退職慰労引当金 228 251

  退職給付に係る負債 206 220

  繰延税金負債 896 1,001

  固定負債合計 7,420 7,565

 負債合計 52,059 50,077

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,398 4,398

  資本剰余金 4,596 4,596

  利益剰余金 36,716 40,036

  自己株式 △22 △23

  株主資本合計 45,687 49,007

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,100 1,130

  土地再評価差額金 ※3  △833 ※3  △812

  為替換算調整勘定 6 4

  退職給付に係る調整累計額 578 702

  その他の包括利益累計額合計 850 1,024

 非支配株主持分 5 4

 純資産合計 46,542 50,035

負債純資産合計 98,601 100,112
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 98,729 104,825

売上原価 ※1  80,528 ※1,※2  86,406

売上総利益 18,201 18,419

販売費及び一般管理費   

 給与諸手当 4,937 5,068

 賞与引当金繰入額 845 854

 退職給付費用 281 225

 その他 ※3  5,914 ※3  6,426

 販売費及び一般管理費合計 11,977 12,572

営業利益 6,224 5,847

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 53 67

 持分法による投資利益 290 358

 その他 106 138

 営業外収益合計 449 562

営業外費用   

 支払利息 74 43

 固定資産処分損 12 55

 その他 2 0

 営業外費用合計 88 97

経常利益 6,585 6,312

特別損失   

 固定資産売却損 ※4  78 -

 減損損失 ※5  40 -

 特別損失合計 118 -

税金等調整前当期純利益 6,467 6,312

法人税、住民税及び事業税 1,814 1,841

法人税等調整額 158 38

法人税等合計 1,972 1,878

当期純利益 4,495 4,433

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △0 △1

親会社株主に帰属する当期純利益 4,495 4,434
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

当期純利益 4,495 4,433

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △45 30

 土地再評価差額金 14 -

 為替換算調整勘定 6 △2

 退職給付に係る調整額 270 125

 その他の包括利益合計 ※  245 ※  153

包括利益 4,740 4,586

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 4,740 4,587

 非支配株主に係る包括利益 0 △1
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

 

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,398 4,596 33,399 △21 42,371

当期変動額      

剰余金の配当   △1,165  △1,165

土地再評価差額金の取崩   △14  △14

親会社株主に帰属する当期

純利益
  4,495  4,495

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― 3,316 △1 3,316

当期末残高 4,398 4,596 36,716 △22 45,687
 

 

 
その他の包括利益累計額

非支配株主持

分
純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価差額

金

為替換算調整

勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 1,145 △847 - 307 605 - 42,976

当期変動額        

剰余金の配当       △1,165

土地再評価差額金の取崩       △14

親会社株主に帰属する当期

純利益
      4,495

自己株式の取得       △1

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額）
△45 14 6 270 245 5 250

当期変動額合計 △45 14 6 270 245 5 3,566

当期末残高 1,100 △833 6 578 850 5 46,542
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 当連結会計年度(自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日)

 

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,398 4,596 36,716 △22 45,687

当期変動額      

剰余金の配当   △1,092  △1,092

土地再評価差額金の取崩   △21  △21

親会社株主に帰属する当期

純利益
  4,434  4,434

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― 3,321 △1 3,320

当期末残高 4,398 4,596 40,036 △23 49,007
 

 

 
その他の包括利益累計額

非支配株主持

分
純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価差額

金

為替換算調整

勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 1,100 △833 6 578 850 5 46,542

当期変動額        

剰余金の配当       △1,092

土地再評価差額金の取崩       △21

親会社株主に帰属する当期

純利益
      4,434

自己株式の取得       △1

株主資本以外の項目の当期

変動額（純額）
30 21 △2 125 174 △1 173

当期変動額合計 30 21 △2 125 174 △1 3,493

当期末残高 1,130 △812 4 702 1,024 4 50,035
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 6,467 6,312

 減価償却費 1,922 2,035

 減損損失 40 -

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △131 △72

 賞与引当金の増減額（△は減少） 20 18

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △90 △114

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 35 14

 退職給付費用 50 19

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △11 23

 受注損失引当金の増減額（△は減少） - 5

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △1 △1

 受取利息及び受取配当金 △53 △67

 支払利息 74 43

 持分法による投資損益（△は益） △290 △358

 固定資産処分損益（△は益） 12 55

 賃貸用建設機械売却損益（△は益） △233 △326

 投資有価証券売却損益（△は益） △41 △26

 売上債権の増減額（△は増加） △8,624 331

 たな卸資産の増減額（△は増加） 2,069 98

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △59 2

 破産更生債権等の増減額（△は増加） 20 30

 仕入債務の増減額（△は減少） 5,910 2,767

 未払消費税等の増減額（△は減少） △172 △39

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 204 △244

 その他の固定資産の増減額（△は増加） - 9

 為替差損益（△は益） - △2

 その他 95 △14

 小計 7,212 10,497

 利息及び配当金の受取額 350 364

 利息の支払額 △84 △43

 法人税等の支払額 △1,899 △1,906

 営業活動によるキャッシュ・フロー 5,578 8,912
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 賃貸用建設機械の取得による支出 △1,345 △2,168

 賃貸用建設機械の売却による収入 242 325

 その他の有形固定資産の取得による支出 △561 △924

 その他の有形固定資産の売却による収入 45 109

 その他の有形固定資産の除却による支出 - △35

 無形固定資産の取得による支出 △62 △103

 投資有価証券の取得による支出 △3 △3

 投資有価証券の売却による収入 87 54

 貸付けによる支出 △1 △1

 貸付金の回収による収入 1 1

 その他の投資による支出 △71 △38

 その他の投資の回収による収入 18 13

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,652 △2,771

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △1,550 △4,300

 長期借入れによる収入 1,900 -

 長期借入金の返済による支出 △3,000 -

 自己株式の純増減額（△は増加） △1 △1

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △187 △12

 配当金の支払額 △1,163 △1,092

 
連結子会社設立に伴う非支配株主からの払込み
による収入

5 -

 財務活動によるキャッシュ・フロー △3,996 △5,404

現金及び現金同等物に係る換算差額 6 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △63 738

現金及び現金同等物の期首残高 1,481 1,418

現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,418 ※  2,156
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１  連結の範囲に関する事項

子会社10社すべてを連結しております。

連結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載のとおりであります。

２  持分法の適用に関する事項

(1) 下記の関連会社1社に対する投資について持分法を適用しております。

協友リース㈱

(2) 関連会社である北日本建材リース㈱につきましては、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う

額)等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除外しております。

３  連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社であるベトナム現地法人GECOSS VIETNAM COMPANY LIMITEDの決算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４ 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております。)

時価のないもの

移動平均法による原価法

デリバティブ

時価法

建設仮設材

先入先出法による原価から定額法により計算した減耗費を控除する方法(貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法)

その他のたな卸資産

主として移動平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)、平成28年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物、並びに連結子会社が保有する賃貸用建設機械については定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

賃貸用建設機械 ６～７年

建物及び構築物 10～47年

機械装置及び運搬具 ６～10年
 

無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をリース契約上に残価保証の取決めのあるものは当該残価保証額、そ

れ以外のものは零とする定額法によっております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生

債権等については財務内容評価法により回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

従業員及び執行役員(取締役である執行役員を除く)の賞与支給に充てるため、支給見込額基準により計上し

ております。

役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注契約のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる受注契約について損失見込額を計上しております。

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費用

処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

請負工事収入及び請負工事原価の計上基準

① 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)

② その他の工事

工事完成基準

(6) 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によることとしております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについて

は、特例処理によっております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

ヘッジ方針

金利スワップ取引に関する取引の方針及びリスク管理に必要な事項等を定めた「金利スワップ取引管理規

則」に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジすることとしております。
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ヘッジ有効性の評価方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を半期ごとに比

較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価することとしております。なお、特例処理の要件を

満たしている金利スワップについては、決算日における有効性の評価を省略しております。

(7) のれんの償却方法及び償却期間

当連結会計年度において、のれんは発生しておりません。

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。

(未適用の会計基準等)

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第28号 平成30年２月16日)

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(改正企業会計基準適用指針第26号 平成30年２月16日)

 

(1) 概要

個別財務諸表における子会社株式等に係る将来加算一時差異の取扱いが見直され、また（分類１）に該当する企

業における繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いの明確化が行われております。

 

(2) 適用予定日

平成31年３月期の期首より適用予定であります。

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

 

 

 

・「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 平成30年３月30日)

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 平成30年３月30日)

 

(1) 概要

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

ステップ1：顧客との契約を識別する。

ステップ2：契約における履行義務を識別する。

ステップ3：取引価格を算定する。

ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

 

(2) 適用予定日

平成34年３月期の期首より適用予定であります。

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。
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(表示方法の変更)

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度において、「固定負債」の「その他」と表示していた「繰延税金負債」は、金額的重要性が増

したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連

結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「固定負債」の「その他」と表示していた896百万円

は、「繰延税金負債」896百万円として組み替えております。

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「固定資

産処分損益（△は益）」は、重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。ま

た、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「固定資産売却損益（△は益）」は、重要性が乏しくなったた

め、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結

会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に表示していた12百万円は、「固定資産処分損益（△は益）」として組み替えておりま

す。　　　　また、「営業活動によるキャッシュ・フロー」に表示していた「固定資産売却損益（△は益）」68

百万円は、「その他」として組み替えております。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度
(平成30年３月31日)

投資有価証券(株式) 1,219百万円 1,264百万円
 

２  受取手形裏書譲渡高

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

301百万円 345百万円
 

 

※３ 土地の再評価

連結財務諸表提出会社は、「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号)及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布法律第19号)に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、当該評価差額に係る繰延税金負債を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した

金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定め

る固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法、及び第４号に定める路線価に合理的な調整を行っ

て算定する方法によっております。

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

再評価を行った土地の時価の下落
による期末における再評価後の帳
簿価額との差額

5,310百万円 5,380百万円

 

※４ 連結会計年度末日満期手形等の会計処理

連結会計年度末日満期手形等の会計処理は、満期日に決済されたものとして処理しております。

当連結会計年度末日(金融機関休業日)が満期日にあたり同日決済されたものとして処理した満期手形等の金額は

次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度
(平成30年３月31日)

受取手形 ―百万円 529百万円

電子記録債権 ― 38

支払手形 ― 1,046

電子記録債務 ― 2,117
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(連結損益計算書関係)

※１ 売上原価に含まれている収益性の低下に伴う簿価切下げ額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

△3百万円 △1百万円
 

※２ 売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

―百万円 5百万円
 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

22百万円 28百万円
 

※４ 固定資産売却損

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

保養所、社宅等の売却によるものであります。　

 

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

該当事項はありません。

 

※５ 減損損失

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(減損判定の方法)

　原則として、本業に関わる事業用資産とその他の資産に分類し、事業用資産に関しては地域別に、その他の資

産に含まれる賃貸用不動産、遊休資産及び処分予定資産に関しては物件ごとにグルーピングを行っております。

　事業用資産、賃貸用不動産、遊休資産及び処分予定資産について減損の要否を検討した結果、下記の処分予定

資産について、翌連結会計年度以降に売却する方針を決定したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額等を減損損失として特別損失に計上しております。

　当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、第三者により合理的に算定された評価額を基

礎として評価しております。

(減損損失額)

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

栃木県益子市 保養所 建物等 11

滋賀県大津市 保養所 建物等 10

兵庫県神戸市 社宅 建物等 8

和歌山県白浜市 保養所 建物等 6

静岡県静岡市 社宅 建物等 3

東京都品川区 社宅 建物等 1

宮城県仙台市 社宅 建物等 1
 

 
　上記の主な内訳は、建物38百万円、その他2百万円であります。
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当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

該当事項はありません。　
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(連結包括利益計算書関係)

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

 
当連結会計年度

(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

その他有価証券評価差額金    

当期発生額 △24百万円  70百万円

組替調整額 △41  △26

税効果調整前 △65  43

税効果額 20  △13

その他有価証券評価差額金 △45  30

土地再評価差額金    

税効果額 14  ―

為替換算調整勘定    

当期発生額 6  △2

退職給付に係る調整額    

当期発生額 340  160

組替調整額 50  19

税効果調整前 389  180

税効果額 △119  △55

退職給付に係る調整額 270  125

その他の包括利益合計 245  153
 

 

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式 36,436,125株 ―株 ―株 36,436,125株
 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式 37,083株 559株 ―株 37,642株
 

(注)  自己株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

３．配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月23日
定時株主総会

普通株式 728 20 平成28年３月31日 平成28年６月24日

平成28年10月27日
取締役会

普通株式 437 12 平成28年９月30日 平成28年12月１日
 

 

  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月22日
定時株主総会

普通株式 655 利益剰余金 18 平成29年３月31日 平成29年６月23日
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当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式 36,436,125株 ―株 ―株 36,436,125株
 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式 37,642株 518株 　―株 38,160株
 

(注)  自己株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

３．配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月22日
定時株主総会

普通株式 655 18 平成29年３月31日 平成29年６月23日

平成29年10月26日
取締役会

普通株式 437 12 平成29年９月30日 平成29年12月１日
 

 

  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成30年６月21日
定時株主総会

普通株式 655 利益剰余金 18 平成30年３月31日 平成30年６月22日
 

 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

現金及び預金 1,418百万円 956百万円

預け金 ― 1,200

現金及び現金同等物 1,418 2,156
 

 

(リース取引関係)

１ ファイナンス・リース取引(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

有形固定資産

主として、連結子会社において賃貸用資産として使用している建設機械であります。

②  リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４ 会計方針に関する事項 (2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。
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２ オペレーティング・リース取引(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

１年内 5 5

１年超 10 5

合計 15 10
 

 

(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入及び

ファイナンス・リース取引等によっております。デリバティブは、借入金の変動リスクを回避するために利用

するものであり、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒され

ております。

営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。

借入金のうち短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及びファイナンス・リース取引

に係るリース債務は主に設備投資及び長期運転資金に必要な資金調達を目的としたものであります。なお、償

還日は決算日後、最長で９年後であります。

また、営業債務や借入金及びリース債務は、流動性リスクを認識しております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、信用管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等を定期的

にモニタリングし、信用度合に応じて与信限度枠を設定することで不良債権の発生防止に努める体制を取っ

ております。連結子会社についても、当社の信用管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

②  市場リスク(金利等の変動リスク)の管理

投資有価証券である株式は、投資取扱規程に従って、定期的に時価や投資先の財務状況等を把握するとと

もに、投資効果を勘案して保有状況を見直すことで市場リスクを管理しております。

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループでは、各部署からの報告に基づき、経営管理部が資金繰計画を作成・更新することにより流

動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません。((注２)参照)

 

前連結会計年度(平成29年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 1,418 1,418 ―

(2) 受取手形及び売掛金 41,791 41,791 ―

(3) 電子記録債権 3,907 3,907 ―

(4) 投資有価証券 2,039 2,039 ―

  資産計 49,155 49,155 ―

(1) 支払手形及び買掛金 26,381 26,381 ―

(2) 電子記録債務 7,289 7,289 ―

(3) 短期借入金 6,500 6,500 ―

(4) 長期借入金(１年以内に返済予定
の長期借入金を含む)

4,400 4,433 33

  負債計 44,570 44,603 33
 

 

当連結会計年度(平成30年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 956 956 ―

(2) 受取手形及び売掛金 37,675 37,675 ―

(3) 電子記録債権 7,728 7,728 ―

(4) 投資有価証券 2,058 2,058 ―

  資産計 48,417 48,417 ―

(1) 支払手形及び買掛金 26,221 26,221 ―

(2) 電子記録債務 9,777 9,777 ―

(3) 短期借入金 2,200 2,200 ―

(4) 長期借入金(１年以内に返済予定
の長期借入金を含む)

4,400 4,431 31

  負債計 42,598 42,628 31
 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3)電子記録債権

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

なお、受取手形及び売掛金並びに電子記録債権については対応する貸倒引当金を控除しております。

(4) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関

する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

 

負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 電子記録債務、(3) 短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。
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(4) 長期借入金(１年以内に返済予定の長期借入金を含む)

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

　

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

 

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

  (単位：百万円)

区分
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

非上場株式 237 237
 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4) 投資有

価証券」には含めておりません。

 

(注３)  金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成29年３月31日)

 
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 1,412 ― ― ―

受取手形及び売掛金 41,791 ― ― ―

電子記録債権 3,907 ― ― ―

合計 47,110 ― ―  ―
 

 

当連結会計年度(平成30年３月31日)

 
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 951 ― ― ―

受取手形及び売掛金 37,675 ― ― ―

電子記録債権 7,728 ― ― ―

合計 46,354 ― ― ―
 

 

(注４) 短期借入金及び長期借入金(１年以内に返済予定の長期借入金を含む)の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(平成29年３月31日)

 
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 6,500 ― ― ― ― ―

長期借入金 ― ― 1,330 ― 1,960 1,110

合計 6,500 ― 1,330 ― 1,960 1,110
 

 

当連結会計年度(平成30年３月31日)

 
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 2,200 ― ― ― ― ―

長期借入金 ― 1,330 ― 1,960 ― 1,110

合計 2,200 1,330 ― 1,960 ― 1,110
 

 

EDINET提出書類

ジェコス株式会社(E02782)

有価証券報告書

61/97



 

(有価証券関係)

１ その他有価証券

前連結会計年度(平成29年３月31日)

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

株式 2,034 445 1,589

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 2,034 445 1,589

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

株式 6 9 △3

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 6 9 △3

合計 2,039 454 1,586
 

(注) 非上場株式(連結貸借対照表計上額237百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度(平成30年３月31日)

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

株式 2,053 421 1,632

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 2,053 421 1,632

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

株式 6 9 △3

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 6 9 △3

合計 2,058 430 1,629
 

(注) 非上場株式(連結貸借対照表計上額237百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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２ 連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

種類
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 87 41 ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 87 41 ―
 

 

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

種類
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 54 26 ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 54 26 ―
 

 

３ 減損処理を行った有価証券

株式の減損にあたっては、時価が取得原価より30パーセント以上下落している銘柄について、個別銘柄ごと

に、株式の取得時点、決算日、決算日後における市場価格の推移及び市場環境の動向、最高値、最安値と購入価

格との乖離状況、発行会社の業績等、時価下落の内的・外的要因を総合的に勘案し、決算日後おおむね１年以内

に時価が取得原価にほぼ近い水準にまで回復する見込みがあることが合理的な根拠をもって予測できる場合のほ

かは、減損処理を行っております。

 

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

当連結会計年度において、減損処理を行った有価証券はありません。

 

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

当連結会計年度において、減損処理を行った有価証券はありません。

 

(デリバティブ取引関係)

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

前連結会計年度(平成29年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(平成30年３月31日)　

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１  採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付企業年金および確定拠出年金を主たる制度として採用しており、執行役員(取締役である執行役員

を除く)には、退職慰労金制度を設けております。

連結子会社は、主として中小企業退職金共済制度に加入しておりますが、一部の連結子会社では退職一時金制度を

併用しております。

なお、一部の連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算し

ており、当社が有する執行役員(取締役である執行役員を除く)に対する退職慰労金制度は、内規に基づく期末要支給

額により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

　

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表((3)に掲げられたものを除く)

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

退職給付債務の期首残高 6,376 6,084

勤務費用 291 273

利息費用 29 28

数理計算上の差異の発生額 △257 △5

退職給付の支払額 △355 △328

退職給付債務の期末残高 6,084 6,051
 

　

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表((3)に掲げられたものを除く)

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

年金資産の期首残高 7,472 7,609

期待運用収益 224 228

数理計算上の差異の発生額 82 155

事業主からの拠出額 186 186

退職給付の支払額 △355 △328

年金資産の期末残高 7,609 7,850
 

　

(3) 簡便法を採用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 170 206

退職給付費用 89 50

退職給付の支払額 △53 △24

その他 ― △12

退職給付に係る負債の期末残高 206 220
 

(注) 当社執行役員(取締役である執行役員を除く)に係る制度を含めております。

EDINET提出書類

ジェコス株式会社(E02782)

有価証券報告書

64/97



 

(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 6,084 6,051

年金資産 △7,609 △7,850

 △1,525 △1,800

非積立型制度の退職給付債務 206 220

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △1,320 △1,580

   
退職給付に係る負債 206 220

退職給付に係る資産 △1,525 △1,800

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △1,320 △1,580
 

　

(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

勤務費用 379 361

利息費用 29 28

期待運用収益 △224 △228

数理計算上の差異の費用処理額 146 115

過去勤務費用の費用処理額 △96 △96

その他 1 1

確定給付制度に係る退職給付費用 235 182
 

(注) 簡便法を採用している連結子会社および当社執行役員(取締役である執行役員を除く)の退職給付費用は、勤

務費用に含めて計上しております。
 

(6) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりであります。

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

過去勤務費用 △96 △96

数理計算上の差異 485 276

合計 389 180
 

　

(7) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりであります。

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

未認識過去勤務費用 △733 △637

未認識数理計算上の差異 △99 △375

合計 △832 △1,012
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(8) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

株式 33.2％ 34.3％

生保一般勘定 34.4％ 32.8％

債券 30.6％ 31.2％

現金及び預金 1.9％ 1.7％

合計 100.0％ 100.0％
 

　

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　

(9) 数理計算上の計算基礎に関する事項

数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

割引率 0.5％ 0.5％

長期期待運用収益率 3.0％ 3.0％
 

 

３ 確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度88百万円、当連結会計年度88百万円であります。
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(税効果会計関係)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

繰延税金資産   

賞与引当金 302百万円 305百万円

貸倒引当金 103 88

会員権評価損 93 84

未払事業税 82 82

役員退職慰労引当金 75 81

退職給付に係る負債 68 73

子会社株式 62 62

棚卸資産の未実現利益 61 58

未払社会保険料 39 39

その他 77 50

繰延税金資産小計 961 922

評価性引当額 △224 △194

繰延税金資産合計 736 728

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 487 500

退職給付に係る資産 466 550

その他 26 27

繰延税金負債合計 980 1,078

繰延税金資産(負債)の純額 △243 △349
 

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

前連結会計年度及び当連結会計年度において、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の

差異が法定実効税率の100分の５以下であるため注記を省略しております。

　

(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当社取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、営業品目別のセグメントから構成されており、「仮設鋼材事業」、「建設機械事業」を報告セグ

メントとしております。各会社は、いずれかの事業に属し、当社取締役会での経営意思決定を受けて、営業戦略を立

案し事業活動を展開しております。

「仮設鋼材事業」は、建設工事用仮設鋼材の賃貸及び販売を中心に、それに関連する仮設工事の設計施工、特殊加

工製品の製作及び販売等を行っております。「建設機械事業」は、建設機械の賃貸等を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における

記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、経常利益をベースとした数値であります。

なお、セグメント間の内部売上高及び振替高は、第三者間取引価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

  (単位：百万円)

 仮設鋼材 建設機械 合計
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２

売上高      

外部顧客への売上高 87,190 11,539 98,729 ― 98,729

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,395 1,548 3,943 △3,943 ―

計 89,585 13,087 102,672 △3,943 98,729

セグメント利益 5,375 1,670 7,045 △460 6,585

セグメント資産 91,390 9,164 100,554 △1,953 98,601

その他の項目      

減価償却費 595 1,271 1,867 55 1,922

受取利息 3 0 3 △3 0

支払利息 73 1 75 △1 74

持分法による投資利益 290 ― 290 ― 290

持分法適用会社への投資額 971 ― 971 ― 971

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

476 1,837 2,313 △77 2,237
 

(注) １  セグメント利益、セグメント資産及びその他の項目の調整額は、連結調整によるものであります。

２ セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

  (単位：百万円)

 仮設鋼材 建設機械 合計
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２

売上高      

外部顧客への売上高 93,177 11,648 104,825 ― 104,825

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,765 1,592 4,358 △4,358 ―

計 95,942 13,240 109,182 △4,358 104,825

セグメント利益 5,477 1,424 6,901 △589 6,312

セグメント資産 92,296 9,627 101,923 △1,811 100,112

その他の項目      

減価償却費 559 1,497 2,056 △21 2,035

受取利息 4 0 4 △4 0

支払利息 44 1 46 △3 43

持分法による投資利益 358 ― 358 ― 358

持分法適用会社への投資額 1,016 ― 1,016 ― 1,016

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,019 1,918 2,937 ― 2,937
 

(注) １  セグメント利益、セグメント資産及びその他の項目の調整額は、連結調整によるものであります。

２ セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 
【関連情報】

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

   (単位：百万円)

 仮設鋼材 建設機械 合計

外部顧客への売上高 87,190 11,539 98,729
 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

   本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10%以上を占める相手先がないため、記載はありません。 
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当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

   (単位：百万円)

 仮設鋼材 建設機械 合計

外部顧客への売上高 93,177 11,648 104,825
 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

   本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

清水建設株式会社 10,808 仮設鋼材及び建設機械
 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

   (単位：百万円)

 仮設鋼材 建設機械 合計

減損損失 40 ― 40

    

 
 

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(1)連結財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主等

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

 

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
ＪＦＥ ス

チール㈱

東京都

千代田区
239,645

鉄鋼製品等

の製造及び

販売

(被所有)

直接 50.98

間接 0.01

大口仕入先

役員の兼任

等

商品の

仕入等
3,281 買掛金 1,037

 

(注) １  上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、課税取引に係る科目の期末残高は消費税等を含めて表示
しております。

２  取引条件及び取引条件の決定方針等
市場価格等を勘案して価格交渉のうえ、取引条件を決定しております。

　

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

 

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
ＪＦＥ ス

チール㈱

東京都

千代田区
239,645

鉄鋼製品等

の製造及び

販売

(被所有)

直接 50.98

間接 0.01

大口仕入先

役員の兼任

等

商品の

仕入等
1,297 買掛金 711

親会社

ＪＦＥホー

ルディング

ス㈱

東京都

千代田区
147,143

グループガ

バナンス

(被所有)

間接 61.98

資金の預け

先

資 金 の

預入
1,200 預け金 1,200

 

(注) １  上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、課税取引に係る科目の期末残高は消費税等を含めて表示
しております。

２  取引条件及び取引条件の決定方針等
市場価格等を勘案して価格交渉のうえ、取引条件を決定しております。

３ 金銭の預入については、市場金利等を勘案しており、利率を合理的に決定しております。

４ 金銭の預入の取引金額については、前期末残との純増減額を記載しております。
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(2)連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

 

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の親

会社を持

つ会社

ＪＦＥ商事

㈱

大阪市北

区
14,540

鉄鋼製品等

の販売

(被所有)

直接 8.16

間接  2.84

大口仕入先
商品の

仕入等
31 買掛金 ―

同一の親

会社を持

つ会社

ＪＦＥ商事

鉄鋼建材㈱

東京都

千代田区
1,500

建材製品等

の販売
― 大口仕入先

商品の

仕入等
5,451 買掛金 2,269

 

(注) １  上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、課税取引に係る科目の期末残高は消費税等を含めて表示
しております。

２  取引条件及び取引条件の決定方針等
市場価格等を勘案して価格交渉のうえ、取引条件を決定しております。

　

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

 

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の親

会社を持

つ会社

ＪＦＥ商事

鉄鋼建材㈱

東京都

千代田区
1,500

建材製品等

の販売
―

大口仕入先
商品の

仕入等
7,303 買掛金 4,074

商品の販売

先

商 品 の

販売等
1,834 売掛金 1,236

 

(注) １  上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、課税取引に係る科目の期末残高は消費税等を含めて表示
しております。

２  取引条件及び取引条件の決定方針等
市場価格等を勘案して価格交渉のうえ、取引条件を決定しております。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社

(東京・名古屋の各証券取引所に上場)

ＪＦＥスチール株式会社

(非上場)

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

１株当たり純資産額 1,278.53円 1,374.56円

１株当たり当期純利益金額 123.49円 121.82円
 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

 

項目
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

 親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 4,495 4,434

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

4,495 4,434

 普通株式の期中平均株式数(千株) 36,399 36,398
 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ジェコス株式会社(E02782)

有価証券報告書

73/97



⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 6,500 2,200 0.28 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 21 6 4.89 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

4,400 4,400 0.55
平成31年10月31日～
平成38年10月30日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

5 8 3.60
平成31年４月30日～
平成33年５月31日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 10,926 6,614 ― ―
 

(注) １ 借入金の「平均利率」については、期中平均残高に対する加重平均利率を記載しております。

２ リース債務の「平均利率」については、期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

３ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連

結決算日後５年以内における返済予定額は以下のとおりであります。
 

 
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 1,330 ― 1,960 ―

リース債務 1 1 5 ―
 

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 24,121 49,119 76,839 104,825

税金等調整前四半期(当期)
純利益金額

(百万円) 1,368 2,733 4,415 6,312

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益金額

(百万円) 941 1,884 3,023 4,434

１株当たり四半期(当期)純
利益金額

(円) 25.84 51.76 83.05 121.82

 

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金
額

(円) 25.84 25.92 31.29 38.77
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２ 【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 879 388

  受取手形 9,909 ※2  6,639

  売掛金 30,196 28,712

  電子記録債権 3,693 ※2  7,755

  リース投資資産 7 -

  建設仮設材 21,241 20,105

  商品 1,724 1,835

  製品 257 574

  仕掛品 403 573

  原材料 282 448

  預け金 - 1,200

  前払費用 68 69

  繰延税金資産 444 428

  短期貸付金 273 321

  その他 110 112

  貸倒引当金 △233 △205

  流動資産合計 69,252 68,953

 固定資産   

  有形固定資産   

   賃貸用建設機械 0 0

   建物 1,537 1,566

   構築物 254 293

   機械及び装置 695 798

   車両運搬具 5 19

   工具、器具及び備品 93 372

   土地 11,809 11,785

   リース資産 11 9

   建設仮勘定 11 83

   有形固定資産合計 14,414 14,924

  無形固定資産   

   ソフトウエア 222 357

   電話加入権 28 28

   その他 35 1

   無形固定資産合計 284 385
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,246 2,263

   関係会社株式 588 588

   関係会社長期貸付金 176 409

   破産更生債権等 17 47

   長期前払費用 38 28

   前払年金費用 693 788

   会員権 185 163

   その他 225 238

   貸倒引当金 △93 △110

   投資その他の資産合計 4,075 4,415

  固定資産合計 18,773 19,725

 資産合計 88,026 88,678

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 5,389 ※2  5,508

  電子記録債務 7,305 ※2  9,805

  買掛金 18,863 18,628

  短期借入金 6,500 2,200

  リース債務 18 1

  未払金 1,397 1,175

  未払費用 205 230

  未払法人税等 962 806

  前受金 189 274

  預り金 1,143 1,060

  賞与引当金 809 823

  役員賞与引当金 43 42

  受注損失引当金 - 5

  流動負債合計 42,823 40,558

 固定負債   

  長期借入金 4,400 4,400

  リース債務 - 8

  繰延税金負債 640 690

  再評価に係る繰延税金負債 1,532 1,532

  退職給付引当金 60 52

  役員退職慰労引当金 81 108

  固定負債合計 6,714 6,790

 負債合計 49,537 47,349
 

 

EDINET提出書類

ジェコス株式会社(E02782)

有価証券報告書

76/97



 

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,398 4,398

  資本剰余金   

   資本準備金 4,596 4,596

   資本剰余金合計 4,596 4,596

  利益剰余金   

   利益準備金 490 490

   その他利益剰余金   

    買換資産特定積立金 48 48

    別途積立金 14,838 14,838

    繰越利益剰余金 14,185 16,976

   利益剰余金合計 29,562 32,353

  自己株式 △22 △23

  株主資本合計 38,533 41,323

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 1,083 1,111

  土地再評価差額金 △1,127 △1,106

  評価・換算差額等合計 △44 6

 純資産合計 38,489 41,329

負債純資産合計 88,026 88,678
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 87,039 92,990

売上原価 73,576 79,197

売上総利益 13,463 13,792

販売費及び一般管理費 ※2  8,985 ※2  9,519

営業利益 4,479 4,273

営業外収益   

 受取利息 2 4

 受取配当金 797 982

 その他 57 79

 営業外収益合計 857 1,065

営業外費用   

 支払利息 72 43

 固定資産処分損 6 47

 その他 1 4

 営業外費用合計 79 94

経常利益 5,256 5,244

特別損失   

 固定資産売却損 ※3  78 -

 減損損失 ※4  40 -

 特別損失合計 118 -

税引前当期純利益 5,138 5,244

法人税、住民税及び事業税 1,288 1,288

法人税等調整額 98 52

法人税等合計 1,386 1,340

当期純利益 3,753 3,905
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【売上原価明細書】

 

　  
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

 
当事業年度

(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

 

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

商品売上原価  　 　 　 　

商品期首たな卸高  25,042  23,222  

当期商品仕入高  38,704  41,688  

当期製品製造原価 ※１ 9,294  10,485  

合計  73,040  75,396  

他勘定振替高 ※２ 6,643  7,230  

商品期末たな卸高  23,222  22,514  

商品売上原価合計  43,176 58.7 45,652 57.6

　      

賃貸原価      

建設仮設材減耗費  4,900  4,342  

賃貸用建設機械減価償却費  0  ―  

賃借料  4,548  4,736  

賃貸原価合計  9,448 12.8 9,078 11.5

　      

請負工事原価      

外注費  15,375  18,413  

減価償却費  4  4  

工事機械補修費  18  20  

請負工事原価合計  15,398 20.9 18,436 23.3

　      

その他の原価      

建設仮設材修理原価  1,088  1,222  

（うち外注費）  (1,071)  (1,206)  

運送費  4,467  4,809  

賃貸用建設機械売却原価  ―  ―  

その他の原価合計  5,555 7.5 6,031 7.6

　   　   

売上原価合計  73,576 100.0 79,197 100.0

　  　 　 　 　
 

 
(注)※１ 原価計算の方法は、鋼製山留材、覆工板等については実際原価による組別総合原価計算の方法により、ス

チールセグメント、Ｈ形支保工等の個別受注品については実際原価による個別原価計算の方法により実施

しております。
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※２ 他勘定振替高の内訳は次の通りであります。

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

賃貸原価へ振替えた建設仮設材
減耗費

4,900百万円 4,342百万円

材料費への振替高 1,741 2,789

その他 2 98

計 6,643 7,230
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

 
 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計買換資産特定積

立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 4,398 4,596 490 49 14,838 11,611 26,988

当期変動額        

剰余金の配当      △1,165 △1,165

買換資産特定積立金

の取崩
   △0  0 ―

土地再評価差額金の

取崩
     △14 △14

当期純利益      3,753 3,753

自己株式の取得        

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 ― ― ― △0 ― 2,574 2,574

当期末残高 4,398 4,596 490 48 14,838 14,185 29,562
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券評

価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 △21 35,959 1,133 △1,141 △7 35,952

当期変動額       

剰余金の配当  △1,165    △1,165

買換資産特定積立金

の取崩
 ―    ―

土地再評価差額金の

取崩
 △14    △14

当期純利益  3,753    3,753

自己株式の取得 △1 △1    △1

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  △51 14 △37 △37

当期変動額合計 △1 2,573 △51 14 △37 2,537

当期末残高 △22 38,533 1,083 △1,127 △44 38,489
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 当事業年度(自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日)

 
 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計買換資産特定積

立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 4,398 4,596 490 48 14,838 14,185 29,562

当期変動額        

剰余金の配当      △1,092 △1,092

買換資産特定積立金

の取崩
   △0  0 ―

土地再評価差額金の

取崩
     △21 △21

当期純利益      3,905 3,905

自己株式の取得        

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 ― ― ― △0 ― 2,791 2,791

当期末残高 4,398 4,596 490 48 14,838 16,976 32,353
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券評

価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 △22 38,533 1,083 △1,127 △44 38,489

当期変動額       

剰余金の配当  △1,092    △1,092

買換資産特定積立金

の取崩
 ―    ―

土地再評価差額金の

取崩
 △21    △21

当期純利益  3,905    3,905

自己株式の取得 △1 △1    △1

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  28 21 50 50

当期変動額合計 △1 2,791 28 21 50 2,841

当期末残高 △23 41,323 1,111 △1,106 6 41,329
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１  有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。)

時価のないもの

移動平均法による原価法

２  デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法

３  たな卸資産の評価基準及び評価方法

建設仮設材

先入先出法による原価から定額法により計算した減耗費を控除する方法(貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法)

商品、原材料

移動平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

製品

個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

仕掛品

鋼製山留材、覆工板等については移動平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法)

スチールセグメント、Ｈ形支保工等の個別受注品については個別法による原価法(貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

４  固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

賃貸用建設機械 ６～７年

建物 15～47年

構築物 10～15年

機械及び装置 ９～10年

車両運搬具 ４～５年

工具、器具及び備品 ３～15年
 

無形固定資産

定額法

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をリース契約上に残価保証の取決めのあるものは当該残価保証額、それ

以外のものは零とする定額法によっております。
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５  引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権

等については財務内容評価法により回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員及び執行役員(取締役である執行役員を除く)の賞与支給に充てるため、支給見込額基準により計上してお

ります。

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4) 受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契約のうち損失の発生が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積もることができる受注契約について損失見込額を計上しております。

(5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。また、執行役員(取締役である執行役員を除く)の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費用処

理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

(6) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

６  収益及び費用の計上基準

請負工事収入及び請負工事原価の計上基準

(1) 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)

(2) その他の工事

工事完成基準

７  ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によることとしております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、

特例処理によっております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

ヘッジ方針

金利スワップ取引に関する取引の方針及びリスク管理に必要な事項等を定めた「金利スワップ取引管理規則」

に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジすることとしております。

ヘッジ有効性の評価方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価することとしております。なお、特例処理の要件を満た

している金利スワップについては、決算日における有効性の評価を省略しております。
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８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なります。

(2) 消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

(表示方法の変更)

(損益計算書関係)

「固定資産処分損」の表示方法は、従来、損益計算書上、「営業外費用」の「その他」(前事業年度６百万円)

に含めて表示しておりましたが、重要性が増したため、当事業年度より、「固定資産処分損」(当事業年度47百万

円)として表示しております。
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(貸借対照表関係)

 １  関係会社に対する資産及び負債

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

短期金銭債権 1,809百万円 3,017百万円

短期金銭債務 2,977 2,793
 

※２ 事業年度末日満期手形等の会計処理

事業年度末日満期手形等の会計処理は、満期日に決済されたものとして処理しております。

当事業年度末日(金融機関休業日)が満期日にあたり同日決済されたものとして処理した満期手形等の金額は次の

とおりであります。

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

受取手形 ―百万円 529百万円

電子記録債権 ― 230

支払手形 ― 1,046

電子記録債務 ― 2,123
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(損益計算書関係)

 １ 関係会社との取引高

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

売上高 2,771百万円 3,293百万円

仕入高 6,686 4,873

その他の営業取引高 145 193

営業取引以外の取引高 755 935
 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

給与諸手当 3,755百万円 3,848百万円

賞与引当金繰入額 748 754 

退職給付費用 233 176 

減価償却費 360 327 
 

おおよその割合

販売費 72％ 73％

一般管理費 28 27
 

※３ 固定資産売却損

前事業年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

保養所、社宅等の売却によるものであります。　

当事業年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ジェコス株式会社(E02782)

有価証券報告書

87/97



 

※４ 減損損失

前事業年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(減損判定の方法)

原則として、本業に関わる事業用資産とその他の資産に分類し、事業用資産に関しては地域別に、その他の資

産に含まれる賃貸用不動産、遊休資産及び処分予定資産に関しては物件ごとにグルーピングを行っております。

事業用資産、賃貸用不動産、遊休資産及び処分予定資産について減損の要否を検討した結果、上記の処分予定

資産について、翌事業年度以降に売却する方針を決定したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額等を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、第三者により合理的に算定された評価

額を基礎として評価しております。
 

(減損損失額)

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

　栃木県益子町 　保養所 　建物等 11

　滋賀県大津市 　保養所 　建物等 10

　兵庫県神戸市 　社宅 　建物等 8

　和歌山県白浜町 　保養所 　建物等 6

　静岡県静岡市 　社宅 　建物等 3

　東京都品川区 　社宅 　建物等 1

　宮城県仙台市 　社宅 　建物等 1
 

　

　上記の主な内訳は、建物38百万円、その他2百万円であります。

 
当事業年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

該当事項はありません。

 
(有価証券関係)

前事業年度(平成29年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額 子会社株式325百万円、関連会社株式263百万円)は、市場価格

がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価を記載しておりません。

 

当事業年度(平成30年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額 子会社株式325百万円、関連会社株式263百万円)は、市場価格

がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価を記載しておりません。
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(税効果会計関係)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

繰延税金資産   

賞与引当金 249百万円 252百万円

会員権評価損 93 88

貸倒引当金 74 73

子会社株式 62 62

未払事業税 61 57

未払社会保険料 34 35

役員退職慰労引当金 25 33

その他 79 53

繰延税金資産小計 677 652

評価性引当額 △158 △155

繰延税金資産合計 520 497

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 478 491

前払年金費用 212 241

その他 26 27

繰延税金負債合計 716 759

繰延税金資産(負債)の純額 △197 △261
 

　

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

 

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

法定実効税率 30.81％ 30.81％

(調整)   

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.25 1.26

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△4.54 △5.49

住民税均等割 0.82 0.78

評価性引当額 △0.03 △0.05

税額控除 △1.18 △1.62

その他 △0.17 △0.15

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

26.97 25.54
 

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

(単位：百万円)

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却累
計額

有形固定資産
賃貸用建設機械 0 ― ― 0 0 10

建物 1,537 190 39 121 1,566 5,392

構築物 254 79 0 40 293 2,273

機械及び装置 695 299 1 195 798 5,426

車両運搬具 5 21 0 7 19 163

工具、器具及び備品 93 317 2 37 372 596

土地
11,809
[405]

8
32

[△21]
―

11,785
[427]

―

リース資産 11 11 11 1 9 1

建設仮勘定 11 713 640 ― 83 ―

計 14,414 1,637 726 401 14,924 13,862

無形固定資産
ソフトウエア 222 240 ― 104 357 ―

電話加入権 28 ― ― ― 28 ―

その他 35 206 240 0 1 ―

計 284 446 240 105 385 ―
 

(注) １ 土地の[ ]の数字は内数で、土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)により行った事

業用土地の再評価実施前の帳簿価額との差額であります。

２ 無形固定資産のその他の主なものはソフトウエア仮勘定であります。
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【引当金明細表】

 

    (単位：百万円)

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 326 232 243 315

賞与引当金 809 823 809 823

役員賞与引当金 43 42 43 42

役員退職慰労引当金 81 35 8 108

受注損失引当金 ― 5 ― 5
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

特記すべき事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで  

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

  取次所 ―

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による
公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する。
公告掲載URL：http://www.gecoss.co.jp/

株主に対する特典 なし
 

(注) 単元未満株式についての権利制限

当社の株主はその有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨を定

款に定めております。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等の会社名　ＪＦＥスチール株式会社

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度(第50期)(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)平成29年６月22日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成29年６月22日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

(第51期第１四半期)(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)平成29年８月３日関東財務局長に提出

(第51期第２四半期)(自 平成29年７月１日 至 平成29年９月30日)平成29年11月１日関東財務局長に提出

(第51期第３四半期)(自 平成29年10月１日 至 平成29年12月31日)平成30年２月２日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

平成29年６月22日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会におけ

る議決権行使の結果)の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成30年６月21日

ジェコス株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 谷   上   和   範 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 稻   吉         崇 ㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるジェコス株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ジェコス株式会社及び連結子会社の平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ジェコス株式会社の平成30年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、ジェコス株式会社が平成30年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
　

 

(注) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成30年６月21日

ジェコス株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 谷   上   和   範 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 稻   吉         崇 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるジェコス株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第51期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジェコ

ス株式会社の平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
 

(注) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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